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【趣旨】
効果的な教育行政の推進に資するとともに、県民への説明責任を果たしていくため、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律第26条に基づき、「長野県教育委員会の事務の管理及び執
行状況の点検及び評価（以下「点検・評価」という。）」を実施した。

【実施の対象及び方法】
（１）点検・評価の対象は、「第４次長野県教育振興基本計画」（計画期間：令和５年度～令和

９年度）の令和７年度における取組進捗状況及び令和７年度教育委員会活動状況とした。

（２）計画で設定した成果指標に対する進捗状況は、目安値（計画期間中の各年度における進捗
の目安となる値）に対する進捗状況を下表の区分に従って判定し、取組の成果と課題を把握
した。

順調 進捗率100％以上

おおむね順調 進捗率80％以上100％未満

取組強化が必要 進捗率80％未満

一層の取組強化が必要 基準値（計画策定時における最新の実績値）未満

※進捗率＝（最新年度の実績値ー基準値）／（最新年度の目安値ー基準値）×100 
※順位や特定水準の維持等、期間中継続して一定の基準の達成を目標とするものについては、達成なら「順
調」、未達成なら「一層の取組強化が必要」とする。
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成果指標の推移を示すグラフの見方は
右記のとおり。

（３）評価結果に係る意見聴取
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条に基づき、教育に関し学識経験を有する者

から意見等の聴取を行い、その内容を記載した。

（４）報告等
評価の結果概要を地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条に基づき県議会へ提出す

るとともに、県民に公表する。

【補足】
本報告書内の「小中学校」の記載については、「義務教育学校」も含む。

１ 令和８（2026）年度「長野県教育委員会の事務の管理
及び執行状況の点検及び評価」の概要

目安値
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（参考）第４次長野県教育振興基本計画 施策体系

目指す
姿

主な施策

１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働
的な学びの一体的な充実

２ 学習者主体の学校づくりに向けた魅力化・特色
化

３ 探究を核とした学びを推進するために教員自ら
が学ぶ研修の充実、教職員の資質向上

４ 教員のウェルビーイング向上のための働き方改
革

５ これからの時代に向けた高校改革・学びの改革
の推進

６ 信州教育の魅力向上・発信

１ 子どもの権利・安全の保障

２ 多様な学びの場・機会の充実や民間との連携に
よる個別最適化

３ インクルーシブな教育の一層の推進

４ 一人ひとりの特性に応じた学びの追求

５ 福祉分野等との連携による困難や悩みを抱える
子どもへの支援

１ 共学共創による地域づくり

１ 文化芸術、スポーツに親しむことができる機会
を充実

２ 生涯を通じて学ぶことができる環境づくり

２ 「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功に向
けた準備の実施、競技力向上
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政策の柱 成果指標
※指標の表記は略称

① 「学校へ行くのが楽し
い」と答える児童生徒

② 高校生の学校の教育活動
への満足度

③ 「授業がよく分かる」と
答える児童生徒

④ 幼保小合同研修会実施率
⑤ 「自分で課題を立てるな

どの学びに取り組む」と
答える児童生徒

⑥ 高校現役生の進学率
⑦ 高校卒業後就職率
⑧ 高校生の留学率
⑨ 教員の英語力
⑩ ICTを活用した指導ができ

る教員の割合
⑪～⑬ 教員の時間外在校等

時間（小中～特支）

① 「自分と違う意見につい
て考えるのは楽しい」と
答える児童生徒

② 「授業は自分に合ってい
る」と答える児童生徒

③ 不登校児童生徒への専門
的な相談・指導

④ 不登校児童生徒が通所す
るフリースクールの数

⑤ 特別支援学校での個に応
じたICT活用

⑥ 特別支援学校高等部卒業
生の就労率

① 社会教育士の数
② 地域との連携コーディ

ネーターが配置されてい
る学校の割合

③ 県民一人当たり年間図書
貸出冊数

① 文化芸術活動への参加率
② 信州アーツカウンシルの

支援等団体数
③ 運動・スポーツ実施率
④ 小・中学生の体力合計点
⑤ 国スポ大会順位
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【柱１】一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる

指標①～③は、これらの施策の成果を図る総合的な指標として分類している。

２ 点検・評価の構成（前年度との変更点）

第４次長野県教育振興基本計画の政策の柱１～４に掲げる将来像の実現に向け実施してきた各取組
が、計画の進捗や成果指標の改善につながったかをより明確に示すため、次のとおり変更した。

➢ 政策の柱ごとに、新たに「施策の方向性」の枠組みを設け、関連する成果
指標を整理した。

➢ 「施策の方向性」ごとに「主な取組の成果・課題・今後の方向性」をまと
めたことで、同じ方向性で行っている主な取組の状況と関連する成果指標
の推移を同時に確認できるようにした。

➢ 取組の成果を明確化するため、計画に記載の成果指標以外の関連データも
加えながら、可能な限り定量的に掲載した。

※数値で測りきれない取組については、定性的な評価も実施した。
※昨年度の報告書との整合を図るため、各取組が計画に例示されている「主な施策」のどの類型に

分類されるかを明示した。

【施策の方向性１】
これからの時代に向けた学校改革、学びの
改革の推進

―指標④～⑧

【施策の方向性２】
教職員の資質向上、働き方改革

―指標⑨～⑬

【柱２】一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる

【施策の方向性１】
共に学び、他者を認め合う環境づくりの推
進

―指標①

【施策の方向性２】
学びに困難や悩みを抱える子どもの支援と
多様な学びのあり方の実現

―指標②～⑥

【柱３】生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる

【施策の方向性１】
多様な主体による地域、学びの拠点づくり
の推進

―指標①～②

【施策の方向性２】
生涯を通じて学ぶことができる環境づくり
の推進

―指標③

【柱４】文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれる機会をつくる

【施策の方向性１】
文化芸術・スポーツに親しむことができる
機会の充実

―指標①～④

【施策の方向性２】
「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功
に向けた準備の実施、競技力の向上

―指標⑤

政策の柱ごとに新たに設定した「施策の方向性」と成果指標との関係は、以下のとおり。
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３ 政策の進捗状況



政策の柱１
一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる

【将来像】
「個別最適な学び」と「協働的な学び」が一体的に推進され、すべての児童生徒、教職員が共に

自分にとって居心地のよい活力に満ちた学校をつくり、その中で、自ら問いを立て、主体的に課
題解決に向かう力が育まれている。

➢ 【施策の方向性1】学校改革、学びの改革の事例の創出が進んでいる。他方、小中学校の学校改革
の広がりは全県の半数程度までである。実践校の取組の引き続きの伴走支援・横展開と、課題に焦
点を当てた学校改革を進めるとともに、改革自体が目的化しないよう、子どもたちのウェルビーイ
ングにつなげる視点を堅持する。また、学校改革、学びの改革を通して主体的に学んだ児童生徒が
将来にわたって希望するキャリアを実現できるよう、社会構造の変化を踏まえた支援や中高接続の
強化、高校の特色化・魅力化も更に進める。

➢ 【施策の方向性2】デジタル、英語、探究的な学びなど、これからの教育に必要な資質を備えた教
職員の育成に一定の成果が見られ、時間外勤務の縮減も着実に進んでいる。一方、時間だけでは測
れない教職員の多忙”感”や負担”感”はいずれも高い。法改正等により新たに設定された目標の達成
を目指しつつ、負担“感”に着目した教職員の働き方改革に取り組んでいく必要がある。

5

（１）総括

施策の方向性１、２のような施策を進めることで、

学校生活、学習活動への児童生徒の満足度が向上し、居心地よく活力に満ちた学校づくりにつながる。

成果指標 進捗

① 「学校へ行くのが楽しい」と答える児童生徒（小6、中3）の割合 一層の取組強化が必要

② 学校の教育活動全般に対する生徒（高校生）の満足度 順調

③ 「授業がよく分かる」と答える児童生徒（小6、中3）の割合 一層の取組強化が必要

施策の方向性2

教職員の資質向上、働き方改革

成果指標 進捗

④ 幼保小合同研修会の実施率 取組強化が必
要

⑤ 「自分で課題を立てて情報を集め整理して、調
べたことを発表するなどの学習活動に取り組んで
いる」と答える児童生徒（小6、中3）の割合

順調

⑥ 高校現役生で進学希望者のうち進学した者の
割合

一層の取組強
化が必要

⑦ 高校卒業後就職希望者の就職内定率 一層の取組強
化が必要

⑧ 高校生の海外への留学率 順調

施策の方向性1

これからの時代に向けた学校改革、学びの改革
の推進

成果指標 進捗

⑨ CEFR B2以上の英語力を有する英語担当教
員の割合

順調

⑩ 授業にICTを活用して指導することが出来る教
員の割合

取組強化が
必要

⑪ 1か月一人当たりの平均時間外在校等時間が
30時間以下の学校の割合（小中）

一層の取組
強化が必要

⑫ 同上（高校） 同上

⑬ 同上（特支） 同上

＜考え方＞
・ 幼保小中高の全段階で探究的、学習者主体の学校改革、
学びの改革を推進する。

・ 改革を推進するため、教職員が必要な資質を備え、居心
地よく活力に満ちた状態で教育活動に取り組んでいる。

＜考え方＞

No. 成果指標 進捗

① 成果指標名 進捗状況

＜関連する指標＞

※⑪～⑬については、目標値の変更があった（45時間→30時間）。

≪施策の方向性と成果指標の進捗状況の概括≫

【総括評価】

＜関連する指標＞

≪凡例≫

＜関連する指標＞

学校改革、学びの改革の事例創出が進んでいる。
一方、その成果を児童生徒の実感や満足度の向上
につなげるためには、実践を全県に展開していく
ことが求められる。

【今後の方向性】

様々な課題に焦点を当てた事例づくりとその
横展開の促進、教職員が居心地よく自らの資
質能力を発揮できる環境づくりを両輪で進め
ていく。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱１ 一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

事業目的を記載

【企画倉澤】数値実績を文章の中に入れ込みました 確認しました。

【企画倉澤】「理解を深めた」「可能性を共有」定
性的・抽象的な記載です。参加者等の数字が出せて
いるので、思い切ってファクトだけの記述にしてみ
ては

確認しました。

【企画倉澤】「スタートアップイベント」いっけん
何のイベントか分かりづらいので、「トコトンの取
組本格実施に向けて」と補足追加しました

確認しました。

Facebookはフォロワー数という言い方をしてよい
のでしたっけ？確認願います

「フォロワー」という文言はないが、「フォロー」
はあるため問題ないと思料。

PJ知事とのディスカッションで提示した現状や課題
を参考に記載。R8事業に繋がるような記載を追加し
ました 補強できる根拠があればお願いします

補強できる根拠の提出難しい。

「不登校の課題に対応した学校づくりなどの課題も
見えてきている」＝第2期トコトンの募集概要を念
頭に置いての記載です
【企画倉澤】「改めて焦点を当てて取り組むべき」
に言い換え

良いと思います。

【企画倉澤】出典を追加願います 母数は回答数で
はなく学校数で。仮置きしたのでご確認ください

R8年度学校経営概要より、県内公立小・中521校
（529校から変更）
⇒R7年度末なら529校ですか？であれば529のまま
でお願いします。R7年度末までの評価報告書です
⇒R7.5.1時点は529校、R8.5.1時点は521校。529
校でお願いいたします。

施策の方向性
１

これからの時代に向けた学校改革、学びの改革の推進

（２）施策の取組状況

小中学校の学校改革への伴走支援

【取組の成果】
• すべての子どもが「好き」や「楽しい」、「なぜ」をとことん追求するために学校改革に取り

組むウェルビーイング実践校TOCO-TONを指定。担当指導主事（10名）による学校訪問（一
人平均60回）や講師を招聘した研修会（一市町村平均30回）、先進校視察等を実施し、実践校
での子ども中心の学校づくりを支援した。

• 学校改革をテーマにした研修会等を５回開催し、教職員や関係者約650名が参加した。令和８
年３月にはトコトンの取組本格実施に向けてスタートアップイベントを開催し、約200名が参
加した。

• トコトンの取組についてSNS等による継続的な情報発信を行った（投稿回数320回、
Instagramフォロワー数640人、Facebookフォロワー数780人）。

【課題・今後の方向性】
• 全県の小中学校を対象としたアンケートでは、学校改革に取り組んでいる学校は半数程度。
• 不登校の課題に対応した学校づくりなど、焦点を当てて取り組むべき課題も見えてきている。
• 不登校の課題も見据えた学校づくりにも取り組む類型として実践校を新たに指定（令和８年３

月時点累計：県内23市町村143校）。引き続き子ども中心の学校づくりを進めるとともに、情
報発信や学校公開を通して取組の横展開を図る。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

1
デジタルの力を活
用した個別最適な
学びと協働的な
学びの一体的な
充実

2
学習者主体の学
校づくりに向けた
魅力化・特色化

3
探究を核とした学
びを推進するため
の教員自らが学
ぶ研修の充実、
教職員の資質向
上

4
教員のウェルビー
イング向上のため
の働き方改革

5
これからの時代に
向けた高校改革・
学びの改革の推
進

6
信州教育の魅力
向上・発信

2

≪主な施策≫
計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

（上）ウェルビーイング実践校TOCO-TON参画市町村（R８.３時点）
（出典：ウェルビーイング実践校TOCO-TON PR動画）

（右）県内全市町村立小中学校を対象としたアンケート結果
（出典：学校改革支援センターだより R８.２月３月号）
※参考：県内公立小中学校529校



【取組の成果】
• 学びの改革に取り組む学校に対し、各取組を磨き上げるための支援を行った。

• 学びの改革の実践事例を全県の教職員に周知するオンラインセミナー「学びの改革ミニフォー
ラム」を実施。事後アンケートでは参加者の
95％以上から肯定的な回答があった。

• 新たに教職員対象のオンライン研修会「信州
 まなびチャンネル！」を実施し、取組成果を
 共有した。事後アンケートでは約85％の参加
 者から「新たな知識や視点を持つことができ
 た」と回答があった。

【課題・今後の方向性】
• 全県への波及のためには実践校の取組の横展開

 が必要だが、従来の学校公開だけでは参加者数
増加が見込みづらいため、「信州まなびチャン
ネル！」などの機会を更に活用し情報発信して
いく。

• 各校の取組状況やニーズを踏まえ、実践校への
支援メニューの改善を図る。

１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱１ 一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる
（２）施策の取組状況

7

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

幼保小連携の合同研修会が上昇トレンドなので、
「見つめ直す機会」のような定性的・情緒的なこと
はやめて、単純に増加傾向であること自体を書いた
方がよいです。
参加者数増加の要因の記載という方向性でまとめ直
しました。
参加者数実績の記載をお願いします

・R6実績との集計方法の違いにより当初延べ338人
と記載していたが、整合性を取り90人に修正。
・R7
参加者数は126人⇒90人に減少。
・原文では整合性取れない記載であったため、全体
的に修正しました。

＜原文＞ハイライト部分が不適
オンライン研修と保育参観研修を組み合わせ、理論
と実践の両方から学ぶ研修としたこと、往還型・探
究型の研修形式により、参加者が自己課題を明確に
し、その解決に向けて実践と振り返りを重ねる学び
が促進されるものとしたことにより、参加者数は昨
年度を上回った。また、提出物について参加者の負
担軽減に取り組んだことも要因の1つと考える。

→【企画倉澤】更新ありがとうございます。こちら
がフィールド研修についてデータを出してきたこと
が理由で軸がぶれてしまっているものですが、もと
もと指標として設定している「幼保小合同研修会の
実施率」についても言及が必要かと思います。実績
値更新の上指標に関りのあるところについても分析
の追記をお願いいたします。（課題3ポツ目の膨ら
ませ？あるいは、課題1ポツ目はフィールド研修に
ついての語りなので、その意味で全体の軸がボケる
ようであればなくてもいいかもしれません）

1ポツ目はご指摘のとおりフィールド研修について
の記載であるため削除。
当課長からの指摘事項がありました。
・記載内容がよく分からない。フィールド研修と合
同研修会の関係/保育士等キャリアアップ研修との
関係
⇒
・指標もあるので、合同研修会についての受け止め
も挿入。（今後の方向性2ポツ目の流れは分かりや
すくて良いと思います）
・保育士キャリアアップ研修の関係は、ボックス中
の要素を増やしますが逆に混乱のもとになるので一
律削除
・全体的に文字数の関係でそぎ落としました

→【企画倉澤】書ければ、小の先生向けの考察があ
るとより良いと思います。現状の記載だと少し「保
が小に合わせるべき」感を感じるかもしれません

「幼児期に育まれた好奇心や探求心をより伸ばして
いく教育を」というのはむしろ小学校に向けた話で
ある。園小の両職員が混ざり合った研修とする方向
としており、ご指摘の印象を感じられる文章ではな
いと思料され、課題3ポツ目を膨らませで修正しま
したがいかがでしょうか。

タイトルを変えました（なにをしているのか、を分
かりやすく表現するものに変えたい意図です。）

よいです。

取組内容をもっと具体的に記載をお願いします。
いったんHPの情報を参考に記入しましたが認識誤り
あれば修文してください。（ボリューム感はできれ
ば現状程度で）

特段変更ありませんが、「探究学習」というワード
を入れ込みました。

【企画倉澤】書ければ、指定校の数字を入れたいで
す

校数を入れました

「肯定的反応」という表現について、基本はアン
ケート結果など数値・ファクトベースで言えるもの
を記載し、抽象的、情緒的表現は避けるようにした
いです。数値で言い切れないものは実例での記載で
もよい
「学校からの申し出」については事業改善シートの
記載を参考にしました。

【企画倉澤】「寄与している」やや曖昧な考察だっ
たため削りました。支援の継続についてを残します
が、こんな書きぶりでよかったでしょうか

確認しました

主な取組の成果・課題・今後の方向性

幼児教育支援センターによる幼保小接続の強化

【取組の成果】
• 幼保小の接続を強化し、幼児期に育まれた好奇心や探求心を伸ばす教育を行うため、園種・校

種を越えて保育現場から学び合うフィールド研修を10回開催し、延べ90人がそれぞれ４回の研
修に参加した。

• フィールド研修の総延べ参加者数は、開催会場数の減少等により前年度を下回った。一方、オ
ンラインと保育参観を組み合わせる往還・探究型研修とし提出物について見直すなど、参加に
伴う負担を軽減しながらも効果のある研修の実施に取り組んだ。

• 幼保小合同研修会については、実施率が昨年より2.1ポイント上昇したものの、引き続き取組
強化が必要である。

【課題・今後の方向性】

5 3

• フィールド研修については、参加しやす
い形態や時期と内容の充実のバランスを
考えながら、今後の研修のあり方につい
て再検討が必要である。引き続き園種・
校種を超えた学び合いが促進されるよう
な研修支援を行う。

• これらの研修支援を通じて、各自治体や
学校区が主体となり、地域の実情に応じ
た幼保小合同研修会が自律的・継続的に
開催されることを目指す。

④幼保小合同研修会の実施率

取組強
化が必
要
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出典：教育委員会事務局調

フィールド研修参加者数 R6年度
（12回開催）

R7年度
（10回開催）

（単位：人） 126 90

学びの改革に取り組む小中学校への支援と実践事例の横展開 1 3

種別 取組内容 支援内容

学びの改革リーディング校
（14地域・24校）

単元内自由進度学習、探究学習、オ
ンライン授業などの授業改革に挑戦

有識者による助言、県外
視察等の実施支援

学びの充実あと押し校
（26校）

探究や英語力向上など目的に合わせ
たプログラム導入・活用

各種ツール等導入、研修
費支援

1 
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６ 

魅
力
発
信

⑤「自分で課題を立てて情報を集め整理して、
調べたことを発表するなどの学習活動に取り
組んでいる」と答える児童生徒（小６、中
３）の割合

順調
68.9

71.5

80.0
77.978.3

60

65

70

75

80

85

90

2022 23 24 25 26 27 2028

(%)

(年４月調査)

(目標)(基準)

現状以上

68.9

出典：全国学力・学習状況調査（文部科学省）

（年4月調査）



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱１ 一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

記載は具体的に、基本ファクトベースで記述

「学びを深める姿が見られた」根拠は？いったん、
事業改善シートの成果指標を参考に置くこととしま
した。

「クラウドによる意見交換ができる学校の割合」は
関連薄いため削除でいかが。
「学びを深める姿」について、根拠記載は困難なた
め具体的に記載しました。

→【企画倉澤】文章を繋げただけだとやや違和感が
あったので、「○○（具体的な記載）～～など、デ
ジタル基盤が前提の授業作りを進めた。」という記
載ではどうでしょうか

確認しました

「同様の取組が広まりつつある」根拠は 特筆でき
るものがなければ、取り組みが広まっていることと
後段の課題に記載している学校間格差が存在するこ
ととやや矛盾もするので、文章ごと削除でも良いか
と思います

ご指摘のとおり、削除としたいと思います。

→【企画倉澤】関連するものなので、柱２の成果指
標を再掲しました

基本、報告書を通して主語は県教委のため、文言整
理

確認しました。

根拠をファクトベースで示したいため、学校数を付
記しました。誤りあれば修正してください

修正しました。

【企画倉澤】文字数とスペースの都合上、記載のい
くつかを書き換えました。

高校改革実行計画、ネクストハイスクールを念頭に
置いています。R8の動きにつながるよう、R7の課
題感・今後の方向性として受けるものを置きたいで
す

産業教育審議会の諮問を参考に「あり方」にしまし
た。
（諮問事項） 
文部科学省が令和８年２月に示した「高校教育改革
に関する基本方針（グランドデザイン）～2040年
に向けた『N-E.X.T.(ネクスト)ハイスクール構想』
～」（以下、「グランドデザイン」という）を踏ま
えた長野県における産業教育のあり方について

HPリニューアル、全国募集をまとめて1つのボック
スにしました

一部修文しました。

写真等を置きたいので、素材提供をお願いします 挿入しました。

→【企画倉澤】素材ではなく、コラムとして追加し
ました。内容ご確認ください。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

ICT活用による教育的ニーズに応じた学びの推進

【取組の成果】
• 文部科学省リーディングDXスクール指定校を中心に、汎用的なソフトウェアとクラウドを活用

し、小中学校の児童生徒が必要な情報を主体的に収集・整理・活用したり、学習ログ等を活用
して自ら学習方法や進度を調整して学ぶなど、デジタル学習基盤が前提の授業づくりを進めた。

【課題・今後の方向性】

1
クラウドによる意見交換が
出来る学校の割合

R6年度 R7年度

（単位：％） 79.0 79.9

県立高校の特色化・魅力化

【取組の成果】
• 令和６年９月に策定した「県立高校の特色化に関する方針」に基づき事業を実施した。

【特色化スタートアップ事業】
県立高校全校で地域の実情・人材ニーズの把握や職員研修、先進校視察等を行い、
各校の特色化に向けた具体的な事業内容を検討

 【高校生による県立学校の魅力化プロジェクト】
県立高校全校で生徒自らの企画提案による特色化・魅力化に資する事業を実施することで、
各校の特色化と探究的な学びを更に深化

• 県立高校の特色の情報発信強化のため、各校のホームページをリニューアル（37校/78校）し
た。

【課題・今後の方向性】
• いわゆる高校授業料無償化を踏まえ、公立高校の一層の特色化・魅力化が求められている。今

後更に人口減少が進行することや将来を担う専門・現場人材の育成を見据え、地域や産業、大
学等と連携しながら公立高校の今後のあり方や改革の方向性について議論する必要がある。

• 各校の特色化に向け、事業終了後の学校の継続的な自走体制構築に向け取組を伴走支援する。
• ホームページリニューアルは、令和８年度に残り38校実施予定。
• 特色ある学科を設置している県立高校の全国募集を推進していくため、募集実施校を増やすと

ともに、寄宿舎の経費支援スキームなどの整備に取り組む。

5 2
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【参考】施策の方向性２ 成果指標
⑩授業にICTを活用して指導することが
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出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査
（文部科学省）

• 生成AIの活用が広まってきており、学校に
おける生成AIの活用方法について、県内の
実践を集めたり、有識者も交えて議論した
りして研究する必要がある。

• 現状、ICTの活用には学校間・教員間の格
差が存在する。ICT教育推進センターでの
「クラウド活用出前講座」を継続実施し、
学校や教員の状況や願いを聞きながら伴走
支援を行う。

高校生による県立高校の魅力化プロジェクト 事例

○文化祭の合同開会式！文化祭スタートアップセレモニー
ー松本県ヶ丘高校、松本美須々ヶ丘高校、

松本蟻ヶ崎高校、松本深志高校
各校ならではの出し物で文化祭を盛り上げた。

○地域や地元小学生と一緒に課題解決。サル柿合戦プロジェクト
ー富士見高校

地域や小学生と共に放置竹林を整備し、サルによる鳥獣被害の防止に取り組んだ。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱１ 一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

「学習意欲や進路意識の向上につながる」具体的な
根拠は書けますか？なければ、「進路選択まで見据
えて学びの選択肢を広げられる」はもう少し明示的
な効果だと思うので、
「高度な学びに触れる機会を得た。これにより、参
加高校生の学びの選択肢を広げることができた。」
くらいでいかがでしょう

具体的な根拠の提示が難しかったため、ご提案のと
おりとしました。

→【企画倉澤】「オンラインの活用を検討」意図は
何でしょうか？オンラインを活用すれば連携先拡大
が見込めるということ？履修方法としてオンライン
を活用するということ？今後の方向性として特出し

補足の意味でもう少し記載膨らませていただきたい
です。

こちらについても要確認。「○○についてオンライ
ンの活用を検討する」などの形で活かしていただき
たいです
⇒「先取り履修の実施方法について、高校生の受講
機会拡大のために」としました。

→【企画倉澤】To
高校の施設整備の様子や、新校の学びのイメージ図
などを想定しています。スペースの都合上ここはブ
ランクになるので、すきまを埋めたい趣旨です。

→小諸義塾高校開校前の準備として、素材を追加し
ました

主な取組の成果・課題・今後の方向性

高校再編・施設整備の推進

【取組の成果】
• NSD（長野県スクールデザイン）プロジェクトや新校ごとの施設整備計画に沿って、以下のと

おり実施した。

【課題・今後の方向性】
• 計画段階で検討しきれなかった事柄の検討継続により設計業務に停滞が生じているため、計画

段階で検討を深められるよう見直した整備スケジュールについて検証する。
• 開校に向け、引き続き生徒や学校、地域との丁寧な意見交換を行い、新校での学びにふさわし

い学習空間となるよう計画策定、設計、工事を進めていく。

5

学校名 進捗状況 学校名 進捗状況

小諸義塾
高校

工事継続 佐久新校 基本設計完了

伊那新校 設計完了、工事着手 中野新校 基本計画・基本設計完了

須坂新校 実施設計着手、一部解体工事完了 上伊那新校 基本計画策定のためプロポーザル実施

赤穂新校 実施設計着手

県立高校と高等教育機関の連携による高度な学びの提供

【取組の成果】
• 高校段階から高度な学びに触れる機会を得ることで参加高校生の学びの選択肢が広がるよう、

高校在学中から大学の授業科目を履修できる「先取り履修」を信州大学との連携により実施。
希望する県内高校生45人が履修した。

【課題・今後の方向性】
• 連携先となる大学の拡大や、高校生が履修しやすい環境づくりが課題。
• 連携先拡大に向けて、県内大学へ働きかけを行うとともに、先取り履修の実施方法について、

高校生の受講機会拡大のためにオンラインの活用を検討する。

5
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（左）小諸義塾高等学校開校
前の体験入学等の案内チラシ

（右）小諸義塾高等学校（令
和８年度４月開校）に向け、
Instagramで工事風景や学校
の様子等を情報発信した

※スクリーンショット画像は、令和
８年８月度時点のものです。



⑥高校現役生で進学希望者のうち進学した者
の割合
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

SSHについて、コーディネーターの事業、R8年度で
は落ちるため、それよりも県内16年ぶりとなる野沢
北高校のSSH指定を記載したい

WWLの実績は、事業改善シート細事業実績を参考
に置きました。出来れば、具体的な数値ベースで示
せるものがあればなおよいですが何かありますか？

まなび助ポータルサイト掲載のコンテンツ掲載数を
追記しました。

【企画倉澤】SSHの指定校数追加できますか？
【企画中村】県立高校として16年ぶり採択という表
記が、JSTのサイトから読み取れなかったため、削
除しました。
https://www.jst.go.jp/cpse/ssh/school/list.html
#chubu_hokuriku
事業改善シートの記載とも連関すると思うので要確
認でお願いします

JSTのサイトに記載の指定年度は期をまたぐと更新
されるため、「16年ぶり」を読み取ることができな
いが、飯山高校の第1期指定がH22年度のため、事
実として16年ぶりである。
しかし、JSTサイトなどで明確に16年ぶりという準
記載はないため、「16

過去の指定校を含めると県立高校としては通算6校
目の採択。

事業改善シートを参考に、根拠としてイベント参加
者数を置いてみました

【企画倉澤】語順修正 確認しました

英語力向上についても入れたいです。（R8予算ポイ
ントに地域人材を活用した英語力向上について記載
アリ。つながるように、R7点検評価でも何かしら書

ブラッシュアップをお願いします。

・「多様性を受入れ」を挿入してみました。
・サマースクール支援事業のほか、外国語指導助手
（ALT）配置事業について追記しました。

ネクストハイスクールにつながるような記載を心掛
けたい（社会と繋がる学び、理数系など）です。
→【企画倉澤】「今後の日本社会で必要とされ、」
今が必要とされていないような言い方で引っ掛かる
表現だったため自己修正しました

確認しました

【企画倉澤】原文：
長野県の高校生全体の英語レベルの底上げを図る必
要がある
こちらが当初入れたものですが、記載の文量が十分
膨らんできたので、あえて入れなくてもよいかと
思っています。
取りましたが、必要あれば復活を

確認しました

主な取組の成果・課題・今後の方向性

世界に羽ばたく力の育成

【取組の成果】
SSH（スーパーサイエンスハイスクール）

• 野沢北高校のSSH指定に向けた準備を進め、令和8年度の新規採択につなげた。県立高校とし
ては通算６校目の採択となり、理系人材の育成に向けた県内の教育基盤を拡充した。

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援
• 希望する高校生が文理横断的で高度な学びを享受できるよう、学校の枠を超えた学習環境の構

築に取り組んだ。18校が参画し、共同で研究開発したイノベーティブなグローバル人材育成に
資する文理横断的な学習プログラムをデジタルコンテンツ化した（動画68本と学習教材等を公
開・掲載）。

海外留学支援
• 高校生や保護者が海外留学を身近に捉え、進路選択の一つとして具体的に考える機会を増やす

ため、留学体験報告会、海外大学生との対話、海外進学・留学講座、留学フェア等を実施した。

英語力向上
• 高校生が国際的に活躍する社会人や大学生等と交流し、多様性を受け入れ、国際的な感覚を身

に付けることができるよう、サマースクールの開催を支援した（令和７年度：３カ所で開催）。
• 英語コミュニケーション力と異文化理解向上のため、県立高校等へ52名の外国語指導助手を配

置した（令和６年度から９名増員） 。

【課題・今後の方向性】
• SSH指定校やWWL参画校の取組を県内へ横展開するため、関係校担当者のネットワークや校

長会・研修会等を通じた情報共有を更に充実させる必要がある。今後は、域内外の関係機関と
の連携強化など、県内理数系教育や文理横断的教育への継続的な支援により、今後の日本社会
や世界で活躍できる人材の育成を一層推進する。

• 海外留学への機運が高まる一方、物価高騰等による海外渡航費用の負担が課題である。今後は、
「信州つばさプロジェクト」の段階的な拡充や参加生徒の費用負担軽減により、より多くの高
校生が海外留学に挑戦できる環境を整え、留学者率の向上を図る。

5

⑧高校生の海外への留学率
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https://www.jst.go.jp/cpse/ssh/school/list.html#chubu_hokuriku
https://www.jst.go.jp/cpse/ssh/school/list.html#chubu_hokuriku
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

【企画倉澤】趣旨は「キャリフェスフォーラムで
キャリフェスの開催に向けて検討した」でよいです
か？やや文章難解だったので修正しました

確認しました

【企画倉澤】「資質を育み」抽象的な表現なのでト
リ。支援の中身の具体例が欲しいですが記載可能で
しょうか。
【企画中村】キャリアチャレンジバスツアーがそれ
かな？と思い修正してみました。認識違う場合はご
指摘ください

認識に相違ありません

成果指標を踏まえた記載を追記しました

ネクストハイスクールにつながるような記載を心掛
けたい（2040年将来推計など。）記載を追記しま
した。

中学生の主体的な進路構築支援事業など、中学生の
キャリア支援のことも書きたいです。【取組の成
果】・【課題・今後の方向性】それぞれ1ポツぐら
いずつ追記お願いできますでしょうか

県事業ではないが、「キャリフェス・フォーラム」
について記載。

【企画倉澤】出典追加しました（「経済産業省「～
～」によると、）

確認しました

【企画倉澤】スペースの都合上、いただいた写真は
2枚のみ使いました。

確認しました

主な取組の成果・課題・今後の方向性

体系的なキャリア教育の推進による社会的自立支援

【取組の成果】
• 産学官連携の新たな取組である地域や中学校でのキャリア・フェスティバル開催の契機とする

ため「キャリフェス・フォーラム」を開催し（参加者110人）、開催に向けた工夫や課題、今
後の展望を共有した。

• 県立高校において、主体的な進路選択、キャリアデザイン力の育成が実現できるよう、キャリ
アチャレンジバスツアー等の就業体験等を支援した。

• 就職内定率は９割を上回っているが令和６年度より0.4ポイント減少し、目標には届かなかっ
た。

【課題・今後の方向性】

5

• 地域と連携したキャリア教育の取組には
地域差がある。実践の普及と関係者の連
携を促進し、中学生が将来について考え
る機会の充実を図る。

• 就業体験受入先企業・インターシップ受
入企業拡大のため、経済団体等への要請
を実施する。

• 経済産業省「2040年の職業構造推計」に
よると、2040年には、ホワイトカラー人
材は供給過多、専門職や現場人材が不足
すると見込まれている。将来の職業需給
を踏まえ、地域企業と連携したキャリア
教育のあり方を検討する。

• 起業家精神の醸成、各種資格の取得促進
など、体系的なキャリア教育を推進し、
主体的な進路選択が実現できるよう支援
していく。

⑦高校卒業後就職希望者の就職内定率

一層の
取組強
化が必
要
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＜キャリアチャレンジバスツアーの様子＞
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

高校の志願者についての情報も入れたい。説明会参
加者の情報は共通ですか？もし異なれば、高校の方
の情報も追記をお願いします

そのように追記しました。

→【企画倉澤】文章で入れると長くなったので、表
形式にしました

志願者数、高校の数字も追記をお願いします 高校の数字を入れるために全体を調整しました。

→【企画倉澤】全校種合計での書きぶりにしました

【企画倉澤】信州の先生になろうリーフレットの画
像を追加しました。キャプションと合わせてご確認
ください

信州自然留学関係、受け入れ数推移等何かしらのグ
ラフをいただけますでしょうか？（政策評価と同じ
でも。仮置きしました）
成果指標にないが参考になるデータ等があれば載せ
ていきたい趣旨です

受け児童生徒数のデータを別途提出します。

→【企画倉澤】データ拝見しました。指標進捗のた
めのグラフではないので、体裁を一部整えました。
ご確認ください

グラフ、文面等修正ありません。

政策評価-施策の総合展開の記載によると、計20組
が正しいのでは？（6年度は計30組）

令和７年度は計20組の参加がありましたので、記載
のとおりで正しいです。

主な取組の成果・課題・今後の方向性
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【取組の成果】
• 信州自然留学を検討している家庭向けに制度概要や参加手順等を伝える、県内受入団体による

合同相談会を２回実施し、計20組が参加した。
• 信州自然留学ポータルサイトを運用し、 県内外に豊かな自然環境や地域の様々な資源を活用し

た多様な学びの場としての信州自然留学の魅力や各団体の情報を発信した。

【課題・今後の方向性】
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「信州で学ぶ」魅力発信～信州自然留学（山村留学）の推進～ 6

• 信州自然留学の取組に関心のある市町村にヒア
リングを行うなど、積極的に普及啓発を行った
ものの、受入態勢の整備等に課題が残ったため、
受入団体数増には至らなかった。

• SNS等の積極的な活用により情報発信の範囲を
広げるとともに、協議会において、各団体に共
通する課題の解決に向けた意見交換を行う等、
受入団体の更なる質の向上・担保を図る。

≪参考≫ 信州自然留学（山村留学）者数

信州教育の魅力発信や採用選考の改善を進め、多様な人材を登用

【取組の成果】
• 県内外の大学生を対象に「未来をひらく～信州の先生になろう～長野県教員採用選考説明会」

をオンラインで実施し、現職教員による学校紹介のプレゼンや、学生等とのディスカッション
により、本県の教員の魅力を発信した。

【課題・今後の方向性】
• 採用枠の再検討などを通じて、教職や社会人経験者など多様な人材を確保し、教職員の質と量

を維持していく。

6

採用選考説明会開催日 対象校種 参加者数（人）

令和8年1月16日（金） 義務・特支 23

令和8年1月19日（月） 高校 4

令和8年1月29日（木） 義務・特支 20

令和8年2月17日（火） 高校 10

令和8年2月27日（金） 高校 20

• 広報活動や採用試験の改善を進めた結果、
令和８年度採用（令和７年度実施）は志願
者数2,030人（小・中・特支・栄養・養護・
高校合計）で、前期比67人の増となった。

<教員を目指す方向けリーフレット「信州の先生になろう！」＞
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

学校訪問の手ごたえ＝研修プログラムの成果 と言
えるか微妙です。情緒的・抽象的表現は避けて、基
本、ファクトベースで記述をしたいです。参加者の
声等から記述できますでしょうか。

参加者のコメントを追記。
⇒青字部分追記できますか。
⇒追記いたしました

【企画倉澤】参加者からの反応の部分、やや情緒的
に寄っているため書き換えてみました。また数値の
ファクトがない場合は成果というより考察寄りにな
るので、「課題・今後の方向性」に移動してみまし
た。いかがでしょうか
出来れば、参加者の○％以上など数字で言いたいで
すが・・
（原文）参加者からは、「対話って楽しいぞと思っ
たり、これなら学校の研修でもできるかもと思って

自校の研修への支援もあり、心強かった。」など概
ね肯定的な反応を得た。

参加者の86％以上、数値入力しました。
文章の整理のため、「肯定的な反応が多かったもの
の」→「得られたものの」に修正しました。

成果指標「CEFR B2以上の能力を有する英語担当
教員の割合」があるため、教職員の英語能力の向上
についても何かしら書きたいです。
（信州英語教育ルネサンス事業など？）
記載をお願いします。

信州英語教育ルネサンス事業について記載。

⇒授業改善実践校取組研修と英語4技能育成の研修
の関係の整理を。同じものですか？同じもの前提で
いくらか修正しました
⇒同じものであり、修正に問題ありません
⇒「指導と評価の一体化」の意味が分かりづらいで
す。修正のご検討をお願いします
⇒専門用語のため、「生徒の学習状況を適切に把握
しながら指導方法を見直す授業改善」に言い換えま
した

【企画倉澤】語順修正 確認しました

【企画倉澤】CEFRの注釈を追加しました 確認しました

施策の方向性
2

教職員の資質向上、働き方改革

（２）施策の取組状況

教職員の英語力の向上

【取組の成果】
• 英語４技能（読む、聞く、話す、書く）をバランスよく育成するため、小中高の英語教員を対

象にした研修（小中学校３回、高校８回）を実施した。
• 研修では、先導的な授業モデルを普及するため、授業改善実践校による取組を共有した。
• CEFR B2以上の英語力を有する英語担当教員の割合は増加傾向にあり、目標値を達成している。

【課題・今後の方向性】

主な取組の成果・課題・今後の方向性

探究研修プログラムの開発による教職員の育成

【取組の成果】
• 探究を核とした学びの推進に向け、学識経験者や民間企業、特色ある私立学校での勤務経験を

有する教職員等の多様な知見を取り入れた研修プログラムを開発・実施した（参加者数：23
人）。

• 研修プログラムでは、参加者同士の情報共有や研修設計者による学校訪問を通じた伴走支援も
実施した。

【課題・今後の方向性】
• 研修プログラム参加者の86％以上から「これなら学校でも実践できそう」等の肯定的な反応が

得られたものの、探究を核とした学びのイメージが総合的な学習の時間に偏って捉えられてい
る。教科学習における探究の重要性を更に共有していく必要がある。

• 参加者の中には、自身の研究の学びの充実を目指す者と、学校全体への探究の学びの波及を目
指す者が混在しており、研修対象や内容の焦点化が課題である。

• 自校において「探究の学びを推進する」立場にある者を研修受講者とし、運営スタッフととも
に、効果的な研修の計画を立案し、研修の共同運営を行っていく。

1
デジタルの力を活
用した個別最適な
学びと協働的な
学びの一体的な
充実

2
学習者主体の学
校づくりに向けた
魅力化・特色化

3
探究を核とした学
びを推進するため
の教員自らが学
ぶ研修の充実、
教職員の資質向
上

4
教員のウェルビー
イング向上のため
の働き方改革

5
これからの時代に
向けた高校改革・
学びの改革の推
進

6
信州教育の魅力
向上・発信

3

≪主な施策≫

3

計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

⑨CEFR B2以上の英語力を有する英語担当教
員の割合

順調
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出典：教育委員会事務局調

• 研修内容が、県内各校でどのように実践さ
れているか、十分な把握に至っていないこ
とが課題である。

• 授業改善実践校の実践事例を研修等で共有
し、児童生徒の学習状況を適切に把握しな
がら、指導方法を見直す授業改善を支援し
ていく。

※CEFR・・・外国語の「読む・聞く・話す・書
く」能力を、共通の基準で示すための国際的な
指標。A1 ～ C2 まで６段階に分かれており、
B2はおおよそ英検準１級以上とされる。

右
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

遠隔教育配信事業への繋がりも見据えて、課題のと
ころに「人間関係固定化」と記載を追加

根拠の追加記載をお願いします

旧記載の「引き続き支援を継続」のみだと、課題は
認識していますが同じことを続けますということに
なってしまい、意地悪な目で見ると「努力しませ
ん」と映ってしまうかもしれないので、突っ込まれ
そうな気がします。
例えばDXアクションプランのときに整理した、
「まずはコミュニティへの参加率を高める」とかは
いかがでしょうか。

コミュニティ参加率は「教員数」ではなく「学校
数」であり、一部修正。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

中山間地域の遠隔教育（オンライン授業）推進に向けた教員への支援

【取組の成果】
• 学校規模が小さく、人間関係が固定化し児童生徒が多様な意見に触れづらい等の課題がある中

山間地域を中心に、遠隔教育の実施に関する学校からの相談に対応したほか、遠隔教育支援に
関する説明会、事例共有会を開催した（説明会１回、事例共有会１回 ）。

【課題・今後の方向性】

3

学校だけでなく、みんなで支える機運の醸成

【取組の成果】
• 「子どもの学びをトコトン支える県民の会」会議を２回開催。行政、教育、学校、産業、大学、

保護者等、多様な立場の参加者が一堂に会し、「学校・教師が担う業務に係る３分類」を基に、
学校・教員業務の負担軽減等に係る意見交換を行った。

• 学校だけでなく多様な関係者が子どもの学びを支えていくという機運醸成の第一歩として、
「子どもの学びをみんなで支える」共同宣言を発出するとともに、教職員への行き過ぎた行為
を抑制するための来校者向けポスターを作成した。

• 共同宣言を受け、保護者団体が連動したメッセージポスターを作成したり、一部自治体では
「地域版支える会」が開催されるなど、自発的な運動にもつながった。

【課題・今後の方向性】

4

⑩授業にICTを活用して指導することができ
る教員の割合

取組強
化が必
要
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出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査
（文部科学省）

• 「学校と地域の関係者が共同して、
子どもの学びをみんなで支える」こ
とを実現させるためには、各地で更
に機運を醸成させる必要がある。

• 地域版支える会の実施サポートや、
更なる機運醸成の仕掛けを検討する。

• 遠隔教育に取り組む学校は多いが、単発の
交流活動が中心で、日常的な合同授業の実
施に至っていない。

• 日常的な実施に向けては、時間割の調整等
が必要となるが、当該校の教諭同士ではな
かなか進まない。

• まずは遠隔合同授業に意欲的な教員同士を
結ぶ情報共有コミュニティを促進し、中山
間地校の参加率100％を目指す。
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（上左）共同宣言 （上右）来校者向けポスター
（左）「子どもの学びをトコトン支える県民の会」の様子
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

小中学校：政策評価から記載を引用しました
【企画倉澤】シェアミーティングの説明を若干追加
しました

高校：人員配置は各学校共通のため、高校だけのも
のを書きたいです

点数開示は前はできなかったんでしたっけ？（新た
にできるようになり、結果学校の事務処理軽減につ
ながったんでしたっけ）
それとも以前から機能は変わらないですか？
それともR7からの新規事業でしたでしょうか？

インターネット出願の導入が、R7年度の新規事業で
した。点数開示も当初からできました。それまでは
口頭開示のみだったので、開示請求件数が激減し、
事務処理軽減につながりました。
今年度は導入初年度の反省を生かし、先生方の要望
をできるだけ反映した機能改善をはかっています。

【企画倉澤】
いくらか修正しました

「時間は減ったが、負担「感」が減らない」という
ことが課題だ、という記載にしました。

教育課程に踏み込んだ働き方改革の施策＝働き方改
革PT等の取組を念頭にしてますが、なにか読める・
受けられるものはありますか？

法改正を踏まえた記載に

過剰な要求への対応＝学校相談センター、休み時間
の確保＝現在PTで議論していることを念頭に置いた
記載です
【企画倉澤】各学校課、働き方改革PT関連で学び
要ご確認：「過剰な要求への対応や休み時間の確保
等」これは言っても大丈夫ですか？

学び：要因となる突発的な生徒指導案件や保護者な
どへの対応や、休み時間の確保等、業務量の削減だ
けに留まらない施策を検討し、さらに、“やりがい”
の創出と合わせ、負担感の払拭に取り組んでいく。

教員アンケート結果（グラフ）はPJディスカッション資料か
ら引用。このまま使ってもよいでしょうか？

Ｒ５年度業務改善調査に基づくもののため、下記を
修正（赤字）してあります。市町村・学校へは
フィードバックしているもの。HP等で公表はして
いませんが、情報公開請求があれば出すものと思料
するため、公表も可能と思います。ただし、項目名
は検討が必要。
保護者対応⇒過剰・不当要求への対応
生徒指導⇒校外・時間外における生徒指導
でいかがでしょうか？

→【企画中村】昨年度のいきいきやりがい調査で、
アンケート項目は大きく変わったもののストーリー
ラインが崩れない項目があったのでそれを抜粋しリ
ライトしましたのでご確認ください。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

教職員の時間外在校等時間削減の推進

【取組の成果】
• 各学校種において、教員業務の削減・効率化に取り組んだ。

【課題・今後の方向性】
• 教職員の時間外在校等時間は減少傾向にあり、業務の削減・効率化の取組が定着してきている。
• 一方、教職員への聞き取りからは、業務が「忙しい」と感じる要因について「生徒指導・保護

者対応など突発的な出来事」や「まとまった時間がなく、細切れで業務が中断される」等の声
が上がっており、業務量自体の多寡や時間の長短だけでは測れない、負担“感”は高い水準にあ
る。 

• 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の改正により、時間外在校等
時間の一層の縮減が求められる中、引き続き業務の精選に取り組むとともに、負担“感”の要因
となる突発的な生徒指導案件や保護者などへの対応や、休み時間の確保等、業務量の削減だけ
に留まらない施策を検討し、さらに、“やりがい”の創出と合わせ、負担“感”の払拭に取り組ん
でいく。

4

校種 主な取組と成果

小中学校 ・現場の教員が気軽に参加できる出入り自由のオンライン形式による働き方改
革シェアミーティング（全８回）の開催や、「はたらきかた改革通信」の発
行により、各学校での自走に向けた意見交換や情報提供を行った。

・小学校に教科担任（専科指導教員）を配置（４～６学年に92人）し、授業の
質の向上を図るとともに、担任の授業時間削減を図った。

高校 ・入学者選抜にインターネット出願を導入し、入学審査料納入、入学予定者発
表、点数開示までWeb上で行えるようにした。

・アンケート調査では、高校教職員の95.3％、中学教職員の52.3％が「選抜
業務の負担が軽減できた」、中学教職員の20.3％が「来年度以降は軽減でき
ると思う」と回答した。

特別支援
学校

・「個別の指導計画」、「個別の教育支援計画」作成業務の効率化を図るた
め、校務支援システムを活用した作成を引き続き推進した。

・校長会、教頭会において、各校のDXの好事例を共有した。

【参考】教職員への聞き取りによる「忙しい」と感じることについてのまとめ
（県教育委員会調、はたらきかた改革通信（R8.7.16発行）から抜粋）
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関連する成果指標

⑪１か月一人当たりの平均時間外在校等時間※が
30時間以下の学校の割合（小中）

一層
の取
組強
化が
必要

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

公立の義務教育諸学校等の教育職員の
給与等に関する特別措置法第８条に基づ
く業務量管理・健康確保措置実施計画と
して、令和８年４月１日に策定した「長
野県立学校の教育職員に関する業務量管
理・健康確保措置実施計画」により、公
立学校教員の時間外在校等時間について、
令和11年度（2029年度）までに月平均
30時間程度へ削減するという、従前の
“月平均45時間”よりも高い目標水準が
示された。

本評価においても、月30時間を目標
値として新たに進捗の測定を行っている。

なお、目標を45時間据え置きとした
場合の進捗についてはグラフのとおり。

⑪-1（参考）１か月一人当たりの平均時間外在
校等時間※が30時間以下の学校の割合（小学
校）

一層
の取
組強
化が
必要

⑪-2（参考）１か月一人当たりの平均時間外在
校等時間※が30時間以下の学校の割合（中学
校）

一層
の取
組強
化が
必要

⑫１か月一人当たりの平均時間外在校等時間※が
30時間以下の学校の割合（高校）

一層
の取
組強
化が
必要

⑬１か月一人当たりの平均時間外在校等時間※が
30時間以下の学校の割合（特支）

一層
の取
組強
化が
必要
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※指標の名称について、計画時点では「１か月一人当たりの平均時間外勤務時間」と表記していたが、新たに策定した「長野
県立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画」において「平均時間外在校等時間」との表記を使用してい
るため、ともなって「１か月一人当たりの平均時間外在校等時間」と表記するよう修正する。
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①「学校へ行くのが楽しい」と答える児童生徒
（小６、中３）の割合

一層の
取組強
化が必
要

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

【企画倉澤】指標更新の上、学テの定例会資料等を
参考に記載を追加しました。このような考察で間違
いないでしょうか？認識に誤りがあれば修正してく
ださい

【原文】
、、、「学校が楽しい」と回答する児童生徒は、級
友や教員との良好な関係、個別最適な学びと協働的
な学びの充実を実感している割合が高く、、、

「級友や教員との良好な関係＝協働的な学び」であ
るため、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の
前にそれぞれ説明をつけました。

「実感や指標の変化として現れるまでには、事例の
横展開が必要」という分析を追加。また、関連デー
タとして定例会資料から抜粋・追加
（扉ページにも「事例の横展開が必要」との分析を
追加）

②学校の教育活動全般に対する生徒（高校
生）の満足度

順調

③「授業がよく分かる」と答える児童生徒（小
６、中３）の割合

一層の
取組強
化が必
要
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出典：全国学力・学習状況調査（文部科学省）

現状以上

82.7

本柱では、施策の方向性１・２の取組の成果が児童生徒に届いているかを測る総合的な指
標として、上記３指標を置いている。

・②高校生の満足度は順調に推移する一方、①「学校へ行くのが楽しい」は小・中とも約８
割が肯定的に回答したものの全国をやや下回り、③「授業がよく分かる」は78.8％であっ
た。

・令和８年度「全国学力・学習状況調査」の結果も踏まえると、「学校が楽しい」と回答
する児童生徒は、自分に合った教え方、教材、学習時間となる「個別最適な学び」と、人
との関わりを通じて課題解決に取り組む「協働的な学び」の充実を実感している割合が高
い傾向がみられた。

・満足度は学びの質や学力とも結びついている。学校改革や学びの改革、教職員の資質向上
等の取組は、その効果が児童生徒の実感や指標の変化として現れるためには、実践の横展
開が必要である。取組の進捗や成果を継続的に把握しながら、学校改革・学びの改革（方
向性１）と教職員の資質向上・働き方改革（方向性２）を両輪で進めることで、これらの
指標の向上を図っていく。
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関連する成果指標≪総合≫

参考：令和８年度 全国学力・学習状況調査の結果について
（令和８年８月（1145回）長野県教育委員会定例会より抜粋）

長野県

全国

中の数値は相関係数。文部科学省では0.2以上で相関関係が
あるとみなし、数値が大きいほど関連が強いことを示す。ここ
では、「学校に行くのは楽しい」と各質問項目との関連の強さ
を表している。



政策の柱２
一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの
環境をつくる

【将来像】
一人ひとりが尊重され、安全・安心な学びの環境の中で、多様な特性を持った子どもたちが互い

に認め合い、持てる力や可能性を最大限発揮している。
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（１）総括

施策の方向性1

共に学び、他者を認め合う環境づくりの推
進

成果指標 進捗

① 「自分と違う意見について考えるのは
楽しいと思う」と答える児童生徒
（小6、中3）の割合

順調

成果指標 進捗

② 「授業は、自分に合った教え方、教材、
学習時間になっていた」と答える児童
生徒（小6、中3）の割合

一層の取
組強化が
必要

③ 不登校児童生徒が学校内外で専門
的な相談・指導を受けた割合

順調

④ 不登校児童生徒が通所しているフリー
スクールの数

順調

⑤ 特別支援学校において個別指導計
画に「個に応じたICT活用」が位置付
けられている児童生徒の割合

おおむね
順調

⑥ 特別支援学校高等部卒業生の就労
率

一層の取
組強化が
必要

施策の方向性2

学びに困難や悩みを抱える子どもの支援
と多様な学びのあり方の実現

・ すべての子どもが共に学び関わる中で、多様性を認め
合い、多様な他者とつながる力を育んでいる。
・ すべての子どもが安全・安心な環境の中で学び続けら
れる権利が保障されている。

＜考え方＞

・ 福祉分野や民間等と連携した仕組みにより、困難や
悩みを抱える児童生徒が外部と関わりを持ち、適切な
支援につながっている。
・ 一人ひとりの特性や抱える困難、ニーズに応じた学び
が提供されるとともに、一つの学校や教室にとらわれない
多様な学びの場が確保されている。

＜考え方＞

≪施策の方向性と成果指標の進捗状況の概括≫

➢ 【施策の方向性1】教育にかかる経済的負担の軽減や児童生徒が相談しやすい環境づくりなどを通
し、すべての子どもが安全・安心な環境の中で学び続けられる環境整備が更に進んだ。引き続き国
の状況を注視し経済的負担の軽減に取り組むとともに、人権教育などを通して、自分も多様な他者
も認めて尊重する心を育んでいく。

➢ 【施策の方向性2】多様な学び方・過ごし方を必要とする児童生徒や特定分野に特異な才能のある
児童生徒、外国人児童生徒等、それぞれの実情に応じた施策を実施し、自分に合った学び方や場所
で学びを継続していけるよう支援した。一人ひとりの児童生徒が「学びの充実」を実感できるよう、
引き続き困難やニーズの実態を把握した支援を継続する。また、多様な学びの場での実践や支援を
通じて見えてきた課題を公教育に還元し学校をさらにインクルーシブな学びの場にしていくととも
に、個に応じた学びを卒業後の自立や社会参画につなげていく支援も更に進めていく。

No. 成果指標 進捗

① 成果指標名 進捗状況

≪凡例≫

＜関連する指標＞

＜関連する指標＞

左
【総括評価】

児童生徒の多様化・複雑化した困難や悩み
に対応するための学びの継続支援は着実に
進んでおり、個々のニーズを捉えて取組を
見直す対応もおおむねできている。

【今後の方向性】

変化が急激な社会の中で、多様な他者と協働し新
たな価値を創造していく力を育むため、その土台
としての違いに配慮した多様な学びのあり方の実
現に加え、違いを力に変える仕組みづくりや取組
も進めていく。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況
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人権教育研修会、連絡協議会の実施実績を記載して
ください（事業改善シートを参考に仮置きしまし
た）
後段に開催概要について記載いただくとともに、開
催概要（在り物）を御恵与ください。
いったん、事業改善シートを参考に仮置きしていま
す

・人権教育研修会のR7実績を記載しました。
・後段についても加筆してみました。
・R7の講演会のテーマは「同和問題」「高齢者」
「障がい者」「性の多様性」「外国人」「人権一
般」です。

社会人権教育研修会も、同様に開催実績をいただけ
ますでしょうか。（事業改善シートを参考に仮置
き）
後段にどんな研修をしたかを掲載しましたが、Web
サイトに掲載されているR8実績で載せています。
R7に適宜修正いただくとともに、R7開催要項を御
恵与ください。

・社会人権教育研修会（研究協議会、リーダー研修
会を合同開催し、名称を令和３年度に社会人権教育
研修会に変更）377名参加、実践力スキルアップ講
座472名参加。
・研修会で扱った主な人権課題（高齢者・同和問題
（部落差別）・障がい者・子ども・HIV感染者、ハ
ンセン病患者等）
・「外国人差別」を「高齢者の人権」に修正しまし
た。

【課題と今後】は仮置きですが、この位の感じのこ
とを書きたいです。昨年度の参加者アンケート等の
分析があればそれを反映したいため、教えてくださ
い。なければ、「R7やってみてこうだったからR8
（今年）はこうしようと思っている」みたいな情報
をいただけますでしょうか。（チャット平文とかで
結構です）

・「もっと○○のようなテーマについても取り扱っ
てほしい」「現場ではこのような課題がある」を
「『寝た子を起こすな』ではなく『正しく起こす』
ことが重要だと改めて感じた」「もっと身近な生活
の中にあるアンコンシャスバイアスのようなテーマ
についても取り扱ってほしい」「当事者の体験に基
づく話を聞く機会は理解を深める上で貴重である」
に修正しました。

【企画倉澤】「「『寝た子を起こすな』ではなく
『正しく起こす』ことが重要だと改めて感じた」に
ついては、これだけだと意図が伝わりづらいのでト
リでいかがでしょうか

OK

【企画倉澤】数値実績補強のため表を1つ加えまし
た（事業改善シートから）

確認済

【企画倉澤】施策の方向性の考え方「全ての子どもが

安全・安心な環境の中で学び続けられる権利」を念頭に、
ボックスのタイトルを変えました

OK

施策の方向性
１ 共に学び、他者を認め合う環境づくりの推進

（２）施策の取組状況

人権教育の推進による、人権が尊重される社会づくり

【取組の成果】
• 児童生徒、教職員の人権意識の向上を図るため、教職員向け学校人権教育研修会（ファシリ

テーター研修会を１回開催、参加者45名。人権教育担当者向け研修会を県内６カ所で開催、参
加者延べ672名）や外部講師等と連携した児童生徒向け講演会等（経験者等を講師とした人権
教育講演会61校、弁護士によるいじめ防止授業10校21クラス）を実施。同和問題、障がい者、
外国人、性の多様性等、さまざまな人権課題をテーマとする講演や、各学校の取組についての
情報交換を実施した。

• 地域の人権教育リーダーの資質向上を図るため、社会人権教育に関する研修会を実施（研究協
議会を県内５カ所、リーダー研修会を県内5カ所、実践力スキルアップ講座を県内５カ所で開
催、参加者延べ849名）。高齢者の人権や部落差別等、開催地域の実情に合わせた課題から
テーマを設定し、講演やディスカッション等を行った。

【課題・今後の方向性】
• アンケートでは「もっと身近なアンコンシャスバイアスのようなテーマも取り扱ってほしい」

「当事者の体験に基づく話を聞く機会は理解を深める上で貴重である」等の意見が寄せられて
いる。

• 現場の実情や感じている課題を次年度のテーマ設定に生かす。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

子どもの安全・安心に向けた、学校の安全対策の推進

【取組の成果】
• 学校防災アドバイザーを県内の小中特別支援学校29校（延べ76回）に派遣し、防災訓練等への

指導助言や危機管理マニュアルの見直し、防災教育に関する支援を行った。
• 学校安全に関する研修会を防犯・防災・交通安全をテーマに計4回開催し、教員242名が参加し

た。

【課題・今後の方向性】
• 児童生徒を取り巻く環境が変化する中、学校が災害や事故等に適切に対処するためには、最新

の知見を取り入れて安全教育や学校安全の取組を進める必要がある。
• 安全担当教員、保健主事等の指導力向上に向けた研修会の内容を充実するとともに、関係機関

との連携により、訓練や危機管理マニュアルの見直し等を含めた実践的な安全対策を推進する。

1
子どもの権利・安
全の保障

2
多様な学びの場・
機会の充実や民
間との連携による
個別最適化

3
インクルーシブな
教育の一層の推
進

4
一人ひとりの特性
に応じた学びの追
求

5
福祉分野等との
連携による困難
や悩みを抱える
子どもへの支援

1

≪主な施策≫

1

計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

防犯・防災・交通安全の３領域
すべての安全教育研修会に３
年間で参加した学校数

R6年度 R7年度

（単位：校） 18 19

右



政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況
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就学支援金、奨学給付金がどういった条件でいくら
支給されたのか（国なのか県独自なのか）等、支給
要件等の肉付けをお願いします。ところで、「支
給」という言い方でよかったでしょうか？

表で追加しました。

【企画倉澤】表の右列、拡充により対象となった者
の数ということで作っていただいていると思います
が、拡充分不明のところもありやや数字が一見低く
見えてしまうので、「R7支援実績」での記載でいか
がでしょうか。記載の更新をお願いします。また額
ではなく人数だけで十分拡充して実施している感も
伝わるので、人数だけでよいとも思います

ご指摘のとおり令和７年度の人数（全体）のみ記載
しました。
表の標題も合わせて修正しました。

【企画倉澤】あわせて、私立高校分の実績の更新も
お願いします。

入力しました。

県立高校の単位制授業料について 文章修正

【企画倉澤】私立高校への補助金関係 前年度比較
により根拠補強したいため、表を追加しました。R6
実績追加願います

入力しました。また、令和７年度の人数が誤ってお
りましたので、修正しました。
（正）4,016人 （誤）14,016人

給付人数を34人→106人に修正しました

→【企画倉澤】令和8年度からのいわゆる「高校無
償化」との関係性がぱっと見分かりづらい懸念が
あったので、コラム的に追加しました。適宜記載の
ブラッシュアップをお願いいたします

一部修正してみました。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

生徒・学生の修学上の経済的負担の軽減

【取組の成果】
• 国のいわゆる高校無償化に伴い、高校生への経済的支援を拡充して実施した。

• 県立高校の単位制授業料について、国の高校生等臨時支援金の対象外となる年間19単位以上を
履修登録した場合の授業料について、県独自に支援を行った（対象者：167人）。

• 一定の所得水準以下の者の経済的負担を軽減するため、授業料等を軽減した私立高校に補助金
を交付。4,016人の生徒の授業料、1,249人の生徒の入学金を軽減した。

• 大学等において修学する意欲を持ち、長野県へ様々な形で貢献する意思を持つ若者106人に対
し奨学金を給付した。アンケートでは、本奨学金が進学の後押しになったとすべての奨学生が
回答した。

【課題・今後の方向性】
• 引き続き、経済的な理由で就学を諦める生徒がいないよう、国の動向に注視しつつ経済的負担

軽減のための支援を行う。

1

私立高校への補助金による授
業料軽減対象者

R6年度 R7年度

（単位：人） 3,850 4,016
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事業名 拡充内容 R7年度支援実績
（人）

高校生等臨時支援金
（公立・私立）

○就学支援金制度において、所得制限により支給対象外だった年収約910 万円以
 上世帯の高校生等についても授業料の全部又は一部を支援

【支援額】生徒１人当たり上限11 万8800 円（公立・私立共通）

9,642人（公立）
4,815人（私立）

学び直し支援金
（公立・私立）

○高校等を中途退学した後、再び高校等で学び直す生徒を支援する学び直し支援
   金について、所得制限により支給対象外だった年収約910 万円以上世帯の高校
   生等についても授業料の全部又は一部を支援

【支援額】 生徒１人当たり上限11 万8800 円（公立・私立共通）

22人（公立）
35人（私立）

高校生等奨学給付金
（公立）

○低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するために支給する高校生等奨
 学給付金について、公立高校に通う第１子の給付額を、第２子以降と同額に増額

【支給額】生徒１人当たり年額14 万3700 円（第２子以降と同額）
※拡充対象者は、公立高校（全日制・定時制）に通学する市町村民税非課税世

 帯の第１子

2,482人

いわゆる「高校無償化」について

国による高等学校等の授業料支援制度の改正により、令和７年４月から、保護者の所
得に関わらず多くの方が授業料の支援を受けることができるようになった。

また、教科書費、教材費など、授業料以外の教育費を支援する「高校生等奨学給付
金」についても、対象世帯が拡大された。
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タイトルをコンパクトにしました。 むしろ、「児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな
指導の推進」でいかが？時数の目途があったりしま
すか？
事業名よりも、内容をタイトルにしたいと思うとこ
ろですが、タイトルを振る理由はんでしょうか？

「信州少人数教育推進事業」なので、国基準を超え
て県独自でやっている感が打ち出せればより良いと
考えますが、このように言えますか？

・「基準」を使うと、小学校は国基準とおり、中学
校は国基準を超えた配置となっているため、厳密に
は「国基準を超えて」は不正確。
・小中ともに、国に配置基準のない独自の配置（学
習習慣形成支援や少人数学習集団編成など）をして
おり、小251人、中50人程度がその人数のため、そ
の意味でも「国基準を超えて」は不正確。
・「県独自に」がギリギリ書ける範囲かと。

ピアデイのこと入れるのはいかがでしょうか。（普
通のLINE相談窓口と同じでしたっけ？）

ピア・デイありがたいです。
相談件数1,912件 ピア・デイ相談件数245件
アンケート結果の考察から下記いかがでしょうか
・ピア・デイについては、年齢が近く話しやすい親
しみやすさが、相談への動機づけにつながった。
・LINE相談利用によって、「話してみて気持ちが楽
になった」など、不安の軽減や安心感の獲得につな
がる効果が窺えた。

→【企画倉澤】
定性的な効果が出たと言い切るためにはやはり根拠
を示したいところです。この表現をしたい場合は、
「○○という意見があり、○○に繋がったと考え
る。」などファクトを言いつつやや文末の言い切り
感を抑える等の工夫を。逆に根拠と出来る数値やア
ンケート結果があるのであれば、それを添えさせて
ください。
一旦、通年窓口の1日当たり相談件数とピアデイの1
日当たり相談件数を比較（カレンダーベースで13日
とした上で計算。両方約18件）し、「限られた開設
期間で相当程度相談が寄せられているので、ニーズ
があると言える」という考察をしてみました。
また、それでもファクトよりは所感ベースになるの
で、【課題・今後の方向性】へ移動でいかがでしょ
うか

ピア・デイについてもアンケートによる利用者の感
想がありますので、それを添えたうえで、「取組の
成果」の方に記載する形に修正してみました。
（8/17）

⇒拝見しました。ありがとうございます。やはり
「安心感獲得に寄与」等の記述は定性的な効果で
あって、これを言い切るには根拠が乏しいので、確
たる成果ではなく結果を受けて今後の方向性を検討
する上での考察であるという意味で、【課題・今後
の方向性】のところでの展開とさせていただけない
でしょうか。
また、文章についても、文末の重複感や成果の強調
感を薄めるため、やや簡略化しました。
⇒OK

（0817時点でいただいた文章：LINE相談利用者か
らは、「話してみて気持ちが楽になった」などの感
想が寄せられており、本不安の軽減や安心感の獲得
に寄与していると考える。また、ピア・デイについ
ては、「いつも以上に気楽に相談できる」などの声
があり、年齢の近い相談員による親しみやすい相談
環境が、相談への動機づけにつながったものと考え
られる。）

課題や今後の方向性がつながっていないので大幅に
修正しました。が、事実かどうか分かりません。
ＬＩＮＥ相談の運用で寄せられている声や、それを
基に変えたことがあれば、それらをかこつけてここ
に記載していけばよいので、
・去年と今年の変更点があるかないか
・ある場合、変更に至った経緯
・ない場合、利用者アンケート等で寄せられている
声の状況
あたりをヒアリングさせてください。

課題～今後の方向性について
・LINE相談への要望では「相談日数の増加」「相談
受付時間の延長」等、相談機会拡充への要望がみら
れた。
・今年度より、全ての水曜日と日曜日(12/30,1/3
を除く)に定期開設する。(年間103日)※前年比８日
増
・混雑が予想される時期に向け、相談員４席での対
応日を増設する。(年間60日) ※前年比41日増

素材の提供をお願いします
【企画倉澤】これはフライヤー、チラシのようなも

「ひとりで悩まないで@長野 チラシ」などの追記
をお願いします

【周知カード】の文言追加しました。（8/17）

主な取組の成果・課題・今後の方向性

児童生徒が相談しやすい環境づくり

【取組の成果】
• 児童生徒、保護者を対象とした「学校生活相談センター」、中高生等を対象とした「LINE相談

窓口」を開設（年間95日開設、相談件数1,912件）し、学校生活に関わる諸問題等の相談に応
じた。

• 中高生等を対象に、７～９月の毎週水曜日の18～20時に、比較的年代が近い大学生の先輩に学
校・友人関係・進路・家族のことなどを相談できるLINE相談窓口拡大版として「ひとりで悩ま
ないで＠長野」ピア・デイを実施した（相談件数245件）。

• 教員の相談スキル向上、児童生徒の「相談したい」という感度向上のため、生徒・教員向け
ソーシャルスキルトレーニング講座（SST）を県立高校21校で60講座実施した。 

【課題・今後の方向性】
• LINE相談では「話してみて気持ちが楽になった」などの声があったほか、ピア・デイでは「い

つも以上に気軽に相談できる」などの声があった。LINE相談が不安の軽減に一定寄与しており、
年齢の近い相談員への親しみやすさが、更に相談への動機づけにつながったものと考えられる。

• 上記の背景もあり、「LINE相談窓口」については、「相談日数の増加」、「相談受付時間の延
長」等、相談機会拡充への要望がみられた。令和８年度からすべての水曜日・日曜日（12/30、
1/3を除く）に開設日を拡大（年間103日、前年度比８日増）するとともに、相談員4名体制で
の対応日を増設（年間60日、前年度日41日増）する。

• SSTを中心に外部専門家等の力も活用することで、児童生徒が更に抵抗感なく相談しやすい環
境づくりを進めていく。

5

＜LINE相談窓口 ひとりで悩まないで＠長野 周知カード＞
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1

信州少人数教育の推進

【取組の成果】
• 信州少人数教育推進事業により、小学校251人、中学校250人の教員を県独自に加配し、学び

の環境整備を進めた。
• 児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を行い、学習習慣・生活習慣の確立と基礎学力の

定着を図った。

【課題・今後の方向性】
• 令和８年４月からインクルーシブ教育を進めるため小１に25人規模学級を導入。適時適切な指

導及び効果的な支援を行うため指導法やカリキュラム等を研究し、更なる少人数化について検
討を進める。

3

令和8年度からの新規事業があるので、記載を



政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

事業改善シートから引用しました OK

主な取組の成果・課題・今後の方向性

関連する成果指標

①「自分と違う意見について考えるのは楽しい
と思う」と答える児童生徒（小６、中３）の割
合

順調
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スクールカウンセラー等による教育相談体制の充実と迅速な対応の強化

【取組の成果】
• 児童生徒の不安や悩みを早期に発見し、適切かつ迅速に対応するため、スクールカウンセラー

（SC）を公立小中学校には計32,467時間、県立高校・特別支援学校には計7,966時間派遣し
た。また、スクールソーシャルワーカー（SSW）による支援を計23,515時間実施した。

【課題・今後の方向性】
• 学校現場からは支援時間増や質の向上等、支援体制の更なる拡充を求める声が多く挙げられた。
• 安全・安心な学校生活のため、引き続きスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー

カーの人員、支援時間増と、質の向上のための困難事例に係る研修会等の充実を検討していく。

SSWの介入により一定の改善
が図られたケースの割合

R6年度 R7年度

（単位：％） 63.9 63.9

5 1

76.5
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79.0
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(%)
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出典：全国学力・学習状況調査（文部科学省)
（年4月調査）

現状以上
76.5



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況

23

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

懇談会の正式名称と、実施目的などを記載する形で
肉付けをお願いします。また、懇談会の議論結果の
各学校への周知方向を記載ください（校長会で共有
した、等）

分内に直接肉付けをしました。

→【企画倉澤】
実施回数追記できますでしょうか

回数追加しました。（8/17）

校内教育支援センターとアウトリーチ支援員はどの
ような使い分けでしょうか。それに応じて今後の方
向性の書きぶりを補強したいと思っています。（ご
相談）

【校内教育支援センター関係】
・58.6％ OK 課題・今後の方向性 OK
【校内教育支援センターとアウトリーチ】
・校内教育支援センター支援員は、学校に登校でき
るが教室に入れない子どもへの支援を実施、アウト
リーチ支援員は学校に登校できにくい（できない）
子どもへの支援を実施します。

→【企画倉澤】教育支援センターとアウトリーチの
目的を書き分けるため、2ポツに分解しました。

了（8/17）

メタバース事業はR8からなので、このボックスにま
とめました。ノウハウが不足しているという課題を
あげてみましたがあってますでしょうか。

・「全国的には」 「県内では」に修正しました。

③の図「不登校児童生徒が学校内外で専門的な相
談・指導を受けた割合」について、このシートへの
配置でOK

施策の方向性
2 学びに困難や悩みを抱える子どもの支援と多様な学びのあり方の実現

（２）施策の取組状況

主な取組の成果・課題・今後の方向性

1
子どもの権利・安
全の保障

2
多様な学びの場・
機会の充実や民
間との連携による
個別最適化

3
インクルーシブな
教育の一層の推
進

4
一人ひとりの特性
に応じた学びの追
求

5
福祉分野等との
連携による困難
や悩みを抱える
子どもへの支援

≪主な施策≫
計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

多様な学び方や過ごし方を必要とする児童生徒への支援

【取組の成果】
• 中学校校内教育支援センター支援員配置促進補助事業により18校に支援員を配置

 （通常学級に復帰した又は不登校や不登校傾向の状況が改善した生徒：58.6％）。
• 有識者による「不登校児童生徒等の学びの継続支援に関する懇談会」（３回実施）において、

多様な学びの場で学ぶ姿の事例、校内教育支援センターの運営事例、アウトリーチ支援の実施
事例、自治体と多様な支援者間での連携の必要性について議論した。議論の様子は、録画配信
と意見交換要旨の公開により一般に共有するとともに、懇談会の様子をまとめた通信を作成し
各学校に配布した。

• 自宅や自室から出られない不登校児童生徒を支援するため、メタバース空間を活用する支援方
策について検討し、令和８年度事業を構築した。

【課題・今後の方向性】
• 増加する不登校児童生徒に対応するため、校内教育支援センター支援員配置促進補助事業の対

象校種を小学校にも拡大するとともに配置校数を増やしていく。
• 学校に登校しにくい子どもへの支援のため、アウトリーチ支援員の配置と連携強化により支援

体制を充実する。
• 自宅や自室から出られない児童生徒への支援の手法として、メタバースは一定の有効性が見込

まれるものの、県内ではまだ事例が少なく、ノウハウが不足している。市町村や大学ボラン
ティア等と連携し、支援ノウハウを蓄積する。

2

③不登校児童生徒が学校内外で専門的な相談・
指導を受けた割合

順調66.6
67.4 67.6 67.2
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(%)

(年度)

(目標)(基準)

出典：児童生徒の問題行動・不登校生徒指導上の課題に関す
る調査（文部科学省）

現状以上

66.6

校内教育支援センターの様子



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

教育委員からの指摘に関連し、学校関係者とフリー
スクール関係者が連携していくことを更に押し出し
ていくため、「学校関係者を含む」教育関係者、と
明記

9/2 次世代サポート課確認済

【企画倉澤】写真を追加でいただきましたが、ス
ペースの都合上別の取組ボックスを挿入したため指
標グラフとフェスの様子のみとします。申し訳あり
ません。

オープンドアスクールの説明を追加 長くなっても良ければ、

いつでも自分のペースで学べるインクルーシブでフ
レキシブルな学校）とか。
それぞれの地区の事情で併設を含め自由にやれば良

実は。
下線部は内堀前教育長のフレーズなので、削っても
ＯＫかと。

過去の議論においても、県で設置しろと主張した市
町村もある中で、「留まる」に違和感。表現検討。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

学校以外の多様な学びの場の創出 2
【取組の成果】
• 「信州型フリースクール認証制度」では、新たに７施設を認証し、合計43施設（学び支援型：

28施設、居場所支援型：15施設）に財政面や体制面での支援を実施した。
• 相互交流や連携づくりを目的として、「kikka☆link（きっか・リン）フェス」を初開催した。

当日はフリースクールや居場所の運営者・スタッフ、子どもたちなど県内35団体が参加し、県
内外から300人を超える来場者が集まった。

【課題・今後の方向性】
• フリースクール職員の支援力向上が課題であり、職員向けの研修や支援者同士の相互連携・交

流を促すサポート人材の配置が必要。体制面の支援の充実を図ることで、不登校児童生徒の多
様な学びの場の確保・充実を図る。

• フリースクール認証制度は、創設から３年が経過し、運用状況や支援効果の検証、認証基準や
運用方法の整理、フリースクールと学校との連携充実が課題となっている。また、令和８年度
から「制度をともにそだてる懇談会」を設置し、学識経験者、学校関係者を含む教育関係者、
保護者及び当事者経験者等から幅広く意見を聴取しながら今後の制度のあり方を検討する。

④不登校児童生徒が通所しているフリース
クールの数

順調

81 84 87 90 93
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98 96

110
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100
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(箇所)

(年度)

(目標)(基準)

出典：教育委員会事務局調
＜「kikka☆link（きっか・リン）フェス」の様子＞

「信州オープンドアスクール」の設置に向けた市町村への支援 2
【取組の成果】
• 軽井沢町、上田市が検討を進めている「信州オープンドアスクール」（夜間中学＋学びの多様

化学校を併設する等により、不登校児童生徒や学齢期に十分な教育の機会を得られなかった方
等、様々な背景を持った多様な人々がいつでも自分のペースで学べる学校）の設置に向けた検
討会議への出席や補助制度についての助言等を通じた支援を実施。軽井沢町が令和９年度、上
田市が令和10年度の開校を目指して準備を進めている。

【課題・今後の方向性】
• 設置予定は現状東信地域の２市町。東信地区以外の地域も含め設置を検討する市町村があった

場合、必要に応じた支援を行っていく。

1 

権
利
・
安
全

２ 

多
様
な
学
び
の
場

３ 

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ

４ 

特
性
に
応
じ
た

５ 

福
祉
分
野
と
連
携



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

タイトルを変えました。

子ども若者総合相談センターの中信・北信はR7年度
に新設されたということでよいでしょうか。
また年間の相談件数等（またはそれに準じるボ
リューム感が分かるもの）があれば入れたいので、
教えていただけますでしょうか。

・中信と北信はR7年度に新設しました。
・相談件数については、【取組の成果】に記載のあ
る546人のうち数となってしまうため、削除としま
した。

課題を少しリライトしましたので、変なところがあ
れば修正ください。（“個別の事情”とか、“丁寧な対
応”とかのワーディングが相応しいかどうかが気に
なっています）

→【企画倉澤】「困難を抱える」だけだと、どう
いった困難なのか（金銭的な生活苦なのか、障害等
による困難なのか）ぱっと見で分からないので、
「○○により」「○○の面で」など簡単に説明を加
えたいです。追記をお願いいたします

金銭的な困窮状態にあり、（親の教育への無関心等
により）ひきこもりや不登校等で学習の機会がない
子どもを対象としているため、その旨を記載しまし
た。

→【企画倉澤】前年度比較により推移を目に見える
ようにしたいため、表を追加しました。R6実績追加
願います
本件について、件数を増加させることが目的である
ものとは違うと思いますので、もし表形式での挿入
に不都合があればご連絡ください

大半の子どもが、学習支援と生活支援を一体実施し

「学習・生活支援実施地域」に変更しました。
また件数については、ご指摘のとおり、人数ではな
く事業実施町村数での記載が適切かと思います。

→【企画倉澤】R6年度実績の更新をお願いいたしま
す

令和６年度実績更新しました。

→【企画倉澤】「精神不調アセスメントツール
（RAMPS）」はR8から新規でしょうか。新規事業
で既に実施していたら具体的に書いて良いと思いま
すが、具体的な道筋がまだなければ包括的な記載の
方が都合がよい場合もあると思いますので、念のた
めの確認です

新規事業ではありませんが、現在はモデル事業とし
ており、来年度以降の具体的な実施については未定
のため、包括的な記載としています。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

子どもの自殺危機対応チームによるリスクの高い子どもへの危機介入支援

【取組の成果】
• 多職種の専門家が関わって、自殺リスクを抱える子どもへの対応を行う学校等を支援した。
• 令和７年度は26件の新規要請に対応し、支援により関わった子どもの自殺リスクの低減に寄与

した。

【課題・今後の方向性】
• 危機対応チームへの支援要請は今後増加が見込まれ、コーディネーターや調整担当となる専門

人材の確保・育成により支援体制の強化を図る。
• リスクを抱える子どもを早期に把握し支援につなげるため、「精神不調アセスメントツール

（RAMPS）」の学校への導入と活用に取り組む。

5

子どもの自殺危機対応
チーム新規対応件数

R6年度 R7年度

（単位：件） 9 26

ニートやひきこもり等困難を抱える子ども・若者への支援

【取組の成果】
• ニートやひきこもり等の社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者の社会参加を促進する

ため、県内４地域に「子ども・若者支援地域協議会」を設置し、546人に対する相談支援や居
場所の運営を実施した。

• 子どもや若者、その保護者が相談できる「子ども・若者総合相談センター」を中信及び北信圏
域に新設し 、圏域ごとの全体調整会議等の開催により、支援者同士の連携を推進した。

【課題・今後の方向性】
• 困難を有する子ども・若者の増加や抱える困難の複雑化・多重化により、個別の事情に寄り

添った支援ニーズが高まっており、多様な機関の連携や丁寧な対応が必要とされる。
• 「子ども・若者支援地域協議会」の運営を通じた支援機関同士の連携を推進する。
• 東信圏域に新たに「子ども・若者総合相談センター」を設置するとともに、専門人材の増員、

開所時間の延長等により相談支援体制を強化する。

5

生活困窮家庭の子どもに対する支援

【取組の成果】
• 地域の学習支援協力員が主に金銭的に困窮し、ひきこもりや不登校等で学習の機会がない子ど

もに対し、学習支援や居場所づくり、生活習慣の改善指導を実施した（令和７年度：28町村１
郡）。 

• 長野県子どもの進学支援事業補助金により、生活保護世帯の高校生等の学習塾に要する費用等
を支援した（令和７年度：５件）。 

【課題・今後の方向性】
• 親に障がいや病気があり支援者との関係づくりに時間を要する、障がいがある子どもや不登校

が長期化している子どもとのコミュニケーションがとりにくくなるといったケースがある。
• 生活保護世帯であることを理由に学習や進学を諦めることがないよう、市町村・関係機関等と

連携し、その子どもに最良な支援方法を検討する。

5 1

学習・生活支援実施地域
数

R6年度 R7年度

（単位：地域） 25町村1郡 28町村1郡

長野県子どもの進学支援事
補助金補助件数

R6年度 R7年度

（単位：件） 7 5
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１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

取組成果を作文しました。リソースセンターへの相 リソースセンター担当を含む、ICT活用推進ブロッ
クリーダーの特別支援学校訪問・支援回数を加筆し
ました。

今後の方向性も、本質見失わないような支援をして
いく旨で作文してみましたが、いかがでしょうか。

この方向でお願いいたします。

【企画倉澤】ATの注釈を加えました OK

【企画倉澤】現状の記載はどちらかと言うと取組成
果を受けた考察にあたるので【課題・今後の方向
性」に移動でいかがでしょうか。
その代わり、「○○に取り組んだものの、就労率は
低下した。」など、就労に向けて取り組んだことを
成果として書くのが良いかと思います

【取組の成果】を加筆いたしました。

B型が増えた（就労率は減った）ことを踏まえた今
後の対応策として記載してみました。センシティブ
な領域なので、どこまで書けるか相談させてくださ
い。

「生徒本人の特性や将来の希望等を第一としつつ、
本人の状況に応じて就労意欲の向上につながるよう
なキャリア教育や支援は必要。」としてはいかがで
しょうか。

技能検定の写真を挿入しました。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

個別の指導計画に基づいたICT・AT活用の支援

【取組の成果】
• 障がいのある児童生徒一人ひとりの特性に応じたICT・AT機器を最適に利活用できるよう、相

談や試用支援を実施した（年間学校訪問・支援回数 東北信206回、中南信175回）。

【課題・今後の方向性】

4 3

特別支援学校高等部卒業生の進路実現

【取組の成果】
• 就労支援に向けて、就労コーディネーターを中心とした企業との連携強化や現場実習先・就労

先の開拓、生徒と企業とのマッチング等に取り組んだものの、就労率は昨年度より低下した。

【課題・今後の方向性】
• 法定雇用率の引き上げ等により、企業側の障がい者雇用に対する意識が高まってきているが、

障がい特性に応じた支援のもとで作業内容や時間を柔軟に調整できる「就労継続支援B型」へ
の希望者が一般就労よりも多いことが、就労率に影響している。

• 生徒本人の特性や将来の希望を第一としつつ、本人の状況に応じて就労意欲の向上につながる
キャリア教育や支援は必要であり、就労コーディネーターを中心に、現場実習先や就労先の開
拓、生徒と企業のマッチング、企業等による特別支援学校の見学会等を実施する。

• 特別支援学校技能検定を実施し、就労意欲の向上や、企業との連携による学習を促進する。

＜技能検定 食品加工部門の様子＞

3

⑥特別支援学校高等部卒業生の就労率

一層の
取組強
化が必
要

30.4 30.9 31.4 31.9 32.4
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出典：教育委員会事務局調

⑤特別支援学校において個別指導計画に「個
に応じたICT活用」が位置付けられている児
童生徒の割合
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出典：教育委員会事務局調

• 個別の指導計画にICT・ATを活用すること
が効果的であるという意識が浸透しつつあ
るが、特性等によっては現時点でICT・AT
の活用以外の支援がより有効と判断できる
児童生徒も一定数おり、その判断は個々の
ケースに応じて慎重に行う必要がある。

• ICTやATはあくまでツール・手段であるた
め、障がいのある児童生徒がより豊かな学
校生活を送ることができることを目的とし
て最適に利活用されるよう、相談や試用に
対応していく。

※AT（アシスティブテクノロジー）…障がいによる物理
的な操作上の不利や障壁（バリア）を、機器を工夫する
ことによって支援しようという考え方であり、そのため
の支援技術。
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１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況

27

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

義務からいただいた日本語指導教室、加配教員の関
係を1文にまとめて入れ込み

多文化共生推進本部のWGで実施した内容を基本的
にはなぞっています。課題を把握したと記載したの

WGの資料かと思いますが、利用してよいものかど
うかご確認をお願いします。（できれば利用したい
です）

R7.6時点の数値ということで、現在とは学校数も異
なるということを承知していただければ使用可能で
す。

課題・今後の方向性は、今年度スタートするキャラ
バン隊事業にそのまま直結しています。

高校分を追記

「事業の構築」何の事業か分かるよう補足を。キャ
ラバン隊事業のことでしょうか？

9/2確認済

MEMO 高校から【課題・今後の方向性】
→マージ
高校では年々対象生徒が増えているが、生活支援相
談員の十分な時間数が用意できなかった。

【企画倉澤】「日本語指導を必要とする児童生徒に

記載して問題ないか改めてご確認願います

課長の了承を得られています。

→【企画倉澤】素材の提供をお願いします。 コラムの内容と関連する図表なし。
日本語指導歴と翻訳アプリや機器使用の図表を持っ
てきました。

⇒ありがとうございます。出典がコラムで出してい
る調査内容と異なる場合は、出典の記載をお願いし
ます
⇒出典は上記コラムと同様です

主な取組の成果・課題・今後の方向性

外国人児童生徒等の学びに寄り添う多様な支援の充実

【取組の成果】
• 外国人児童生徒が多く在籍する学校への支援体制を確保するため、日本語指導教室を小中学校

33校（教員31人）に、外国籍児童生徒支援のための加配教員を小学校14校に配置し、国の基
準以上に手厚い学習指導・支援を実施した。また、高校では生活支援相談員を27校、35名配置
し、外国人生徒や帰国生徒が授業や日常生活に速やかに適応できるよう支援した。

• 日本語指導教室が設置されている学校への聞き取り調査を通じて、国籍の多様化の現状や日本
語指導教員の専門性に関する課題を把握した（欄外に参考情報を記載）。調査結果を踏まえ、
全庁で取り組む「多文化共生推進本部」の外国人児童生徒等教育ワーキンググループにおいて、
構成員や有識者の意見を取り入れながら、必要な日本語初期指導について検討。現場の実態把
握や日本語指導への助言・支援を行う「外国人児童生徒等支援充実キャラバン隊」事業を構築
した。

【課題・今後の方向性】
• 対象児童生徒の増加のほか、国籍の多様化に伴い、言葉の面からも指導上の困難性が増してい

る。それらに応じられる教員や相談員の確保が必要。
• 局所的に課題が顕在化した地域や学校が存在し、その対応も当該地域・学校に委ねられている。
• 専用コーディネーターや外部有識者等で構成する「外国人児童生徒等支援充実キャラバン隊」

が課題に直面する学校や市町村の現場に直接赴き、日本語初期指導に向けた活動を伴走支援す
ることを通じて、日本語初期指導のあり方を研究する。

3

【参考】日本語指導を必要とする児童生徒に関する状況（R7.6、県教育委員会調べ）
Ⅰ 校長への聞き取り調査（調査対象：日本語指導教室設置校33校、指導教員加配校14校）

○日本語指導教室が抱える課題感 ※日本語指導教室設置校33校のみを対象

①国籍の多様化 ・複数言語への対応が困難（13/33校）
・複数の文化・習慣の混在（10/33校）

②日本語指導教員が日本語指導の専門家ではない（8/33校）
③言語の問題なのか特性の問題なのかのアセスメントが難しい（6/33校）

○不登校傾向の外国人児童生徒等がいる（11/47校）

Ⅱ 日本語指導教員へのアンケート調査
（調査対象：日本語指導教室設置校教員31名、外国籍児童生徒支援教員10名）
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○担当教員の日本語指導歴 ○指導に当たって翻訳アプリや機器を
使っているか

はい

 68%

いいえ

 32%

1年目
8%

2年目
24%

3年目
16%

4年目
6%

5年目
3%

8年目
5%

9年目
3%

10年以上
35%



政策の柱２ 一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる
（２）施策の取組状況

28

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

Webサイト等を参考に肉付けしましたのでご確認く
ださい。（リライトは可能ですが、○○な姿が見ら
れた、方向性が見えた等の情緒的な表現はなるべく
避けたいです。）

今年の成果として、効果が期待される生徒像が整理
されたとありますが、それの具体像を端的に書けな
いでしょうか。

具体像、知見の中身などを記載しました。

効果が期待される生徒像が分かったので、次はその
事例の積み上げと実施環境・ノウハウの横展開が必

また、これらを進めるための事業名等があれば書き
たいと思います。

進めるための事業名などはなく、本事業に包括され
ているため、一部削除しました。

【企画倉澤】赤字部分の記載は例示がほぼ同じこと
を言っているので、より具体的にするか、あるいは
削除で行きたいと思いますがいかがでしょうか

【原文】
学校外での探究的な学びを、総合的な学習の時間や
教科と関連付ける可能性が示され、学校の教育課程
との接続に向けた具体的な知見を得た。（例：より
深く学びたいと考える児童生徒が、学校外での探究
的な学びを通して知的好奇心を満たし、その成果を
学校での学びにつなげることができる可能性が示さ
れたこと等）

重複部分を修正し、一つの内容に書き換えました。

⇒ありがとうございます。一つ一つのポツの内容が
やや小粒に寄っていたので、1つ統合させました。

【企画倉澤】素材の提供を（もしあれば）お願いい
たします

イメージ図と写真を添付いたします。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

関連する成果指標

特定分野に特異な才能のある小中学校の児童生徒への支援

【取組の成果】
• 令和５～６年度の研究成果を基盤として、特定の分野に特異な才能を持ち、通常の学校教育で

は知的好奇心を満たしにくい児童生徒を対象とした支援プログラム「Beyond School」を開発
した。開発に当たっては、「学校」と「学校外の学びの場」を包摂したプログラムとして実施
していくための関係機関との連携体制を構築した。

• プログラムのなかでは、より深く学びたいと考える児童生徒が、学校外での探究的な学びを通
して知的好奇心を満たし、その学びを総合的な学習の時間や教科と関連付ける可能性が示され
るなど、学校の教育課程との接続に向けた具体的な知見を得た。

• チューター（伴走支援者）として参画した大学生・大学院生等学校以外も含めた様々な関係者
の視点も勘案し、効果が期待される児童生徒像を「授業内容に物足りなさを感じ、もっと深く
学びたいという意欲を持ちながら、その思いを十分に実現できずにいる生徒」として整理した。

【課題・今後の方向性】
• 持続的な取組として発展させるためには、更なる事例の積み上げと実践の横展開が必要。各地

域での支援体制の整備や学校教育課程への位置付け、成果の横展開・普及等を図っていく。

4 2

②「授業は、自分に合った教え方、教材、学習
時間になっていた」と答える児童生徒（小６、
中３）の割合

一層の
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要
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出典：全国学力・学習状況調査（文部科学省) （年4月調査）
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政策の柱３
生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる

【将来像】
共学共創によって、学校をはじめ多くの主体が地域の学びのハブ（中核）として社会とシームレ

ス（継ぎ目のない状態）になり、地域の中で、様々な価値観を尊重し合い、多様な学びや創造が
循環している。
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（１）総括

施策の方向性1

多様な主体による地域、学びの拠点づく
りの推進

成果指標 進捗

① 社会教育士の数 順調

② 地域との連携を行うコーディ
ネーターが確保されている県立
学校の割合

おおむね順調

成果指標 進捗

③ 県民一人当たり年間貸出冊数
（公立図書館・電子図書館）

取組強化が
必要

施策の方向性2

生涯を通じて学ぶことができる環境づくり
の推進

・ 学校が地域と連携・協働しながら運営され、地域にお
ける学びの拠点として機能している。
・ 地域住民など多様な主体が関わり合いながら主体的
に学び合い、その学びが地域づくり、更なる学び合いへと
循環している。

＜考え方＞

・ デジタル情報基盤の充実等を通じて、場所や時間に
よらず誰もが生涯にわたり学びにアクセスしやすい環境が
充実している。

＜考え方＞

≪施策の方向性と成果指標の進捗状況の概括≫

➢ 【施策の方向性1】産官学連携による人材育成の取組や学校と地域をつなぐ連携コーディネーター
の配置により、学校だけでなく地域、行政、団体等が連携して学び合う基盤づくりが進んでいる。
今後は、地域や学校間での取組差を解消し全県的な実践の広がりにつなげる必要がある。

➢ 【施策の方向性2】通常図書館に加え、電子図書館サービスの定着や公民館活動の活性化等を通じ
て、誰でもどこに居ても等しく学びにアクセスできる機会が広がりつつある。今後、電子図書館の
取組第２期に向けて、更なる活用促進が重要である。

No. 成果指標 進捗

① 成果指標名 進捗状況

≪凡例≫

＜関連する指標＞

＜関連する指標＞

【総括評価】

地域の学びを支える人材の育成や連携
体制の整備等の取組はおおむね順調に
進んでいる。

【今後の方向性】

多様な主体による学び合い・地域づくりを全県で
実現するためには、実践事例を把握・展開させて
いくことが重要である。生涯にわたって学ぶこと
ができる環境の充実と、学び合う事例の横展開を
両輪で進めていく。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱３ 生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる
（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

コミュニティスクールの説明追記しました

前年度比較で数値根拠を補強したいので、表を1つ
追加しました。
事業改善シートから。数値判明したら追記をお願い
します

・R7の数値は現在調査中（8/3〆切）
・表内の記述修正（競技→協議）
・R7数値更新（8/18）

何校中？追記をお願いします R7高校数78校でお願いします。
※中条校、犀峡校、望サテを除く

「取り組みを実施出来た」 根拠を示したいです。
数値よりは実例記載が良いと思います

追記しました。

→【企画倉澤】語順修正しました

元文：学校と地域の自立的な連携のためには、コン
ソーシアム構築への道筋を立てる必要がある。
←これだけだとやや分析が弱い印象を受けます。コ
ンソーシアム構築への道筋とは具体的には？あるい
は、道筋のために何が必要か？の観点から追記した
く、例文を置きました。

一部修正しました。

コーディネータを配置するだけでなく、コーディ
ネータがどのような役割を担うのかという視点を強
めに出したいと思います（有識者、教育委員からの
指摘）

仮置き済
原文：学校と地域の自立的・継続的な連携に向け、
行政、企業、大学、NPO等を含む関係者の参画を広
げ、役割分担や運営体制、目指す姿を具体化する必
要がある。こうした取組を通じ、地域全体で子ども
の学びを支えるコンソーシアムの構築につなげてい
く。

9/1 高校教育課確認済

施策の方向性
１ 多様な主体による地域、学びの拠点づくりの推進

（２）施策の取組状況

公立小中学校のコミュニティスクールの充実

【取組の成果】
• 地域に開かれた学校づくりを進めるコミュニティスクールの推進のため、学社連携・協働意見

交換会やコーディネーター研修会を計13回実施し延べ673名が参加した。
• 市町村教育委員会等へコミュニティスクールアドバイザーを延べ19回派遣した。

【課題・今後の方向性】
• コミュニティスクールの取組をイメージ

しやすくするためには、実際の取組から
広げていくことが有効である。コミュニ
ティスクールに携わる関係者が実際の
取組から学ぶ機会の充実やネットワーク化、好事例の収集と横展開を進める。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

県立高校と社会をつなぐコーディネーターの配置拡大

【取組の成果】
• 「学校と社会をつなぐ連携コーディネーター」を40校に配置（40校/78校）。 生徒の学びの向

上や地域活性化に資するため、各校において、地元企業と連携した授業等を実施した。

【課題・今後の方向性】

1
共学共創による
地域づくり

2
生涯を通じて学ぶ
ことができる環境
づくり

1

≪主な施策≫

1

計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

学校と学校関係者（地域、保護者、産業
界等）が協議して教育目標を立てている
学校の割合（公立小中学校）

R6年度 R7年度

（単位：％） 74.9 78.5

②地域との連携を行うコーディネーターが確保
されている県立学校の割合

おお
むね
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(基準)

出典：教育委員会事務局調

• 地域や学校間での取組差を解消するため、
コーディネーターを増員し全県へ配置す
る。

• 学校と地域の自立的・継続的な連携に向
け、各校に配置された連携コーディネー
ターにおいて地域や産業界の願いと学校
の願いとをつなぐとともに、行政、企業、
大学、NPO等を含む関係者の参画を広げ、
役割分担や運営体制、目指す姿を具体化
することで、地域全体で子どもの学びを
支える体制づくりを進めていく。
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（２）施策の取組状況
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

数を増やすことだけが目標のように見えてしまう。
→案２パターン仮置きしました。
案①：社会教育士の活躍に向けたネットワーク作り
まで踏み込むパターン。これは難しければ、ニュア
ンスだけ「取組の成果」に持ってきて政策目標の実
現のための取組であることを明確化するべく取組の
目的を膨らませる感じ（案②）でいかがでしょう。

案②：【取組の成果】
・学校や地域などを舞台に、住民の主体的な学びを
支え、多様な人や団体をつなぎながら、地域課題の
解決に向けた活動に伴走する社会教育士を育成する
ため、国と連携して社会教育主事講習を実施した。
講習修了者は、令和６年度の68名から令和７年度は
80名に増加した。

原文：
・更に社会教育士を増やすため、社会教育士の制度
や受講機会について、生涯学習 推進センターの講
座を通して周知を図っていく。

案②採用：9/2生涯学習課確認済

事業概要Pを参考に、アストラの事業目的を追記し
ました（現状の記載だと、何のためのどんな事業か
の説明が乏しく各論に入っている感）

OK

アストラの説明と寄付（クラウドファンディング）
の募集を開始した旨を追記しました。

クラウドファンディングは実施していないので、変
更しました。

課題として、1期生の姿を見せて次の参加者、次の
ファンを作り、参加者を増やしてグルグル回してい
くことが必要であることをあげました。そのために
は情報発信が必要なので発信していく、というくだ
りにしていますが、いかがでしょうか。
懸念や、もっとこうです、ということがあればお知
らせください。
情報発信＝Astra!日記（仮）で読もうと思っていま
す。

記載いただいたとおりでよいです。

写真は左記のとおりでいかがでしょうか。R8.6の
写真なのでR7ではないのですが、R7の準備作業の
結晶が以下の写真なので、よいかなと。（来年度も
同じ写真を使ってもよいと思っています。）

写真OKです。ロゴマークも置きました。

→【企画倉澤】キャプションを付けたいです。書い
てみましたがこれでよいでしょうか

確認しました

課長指摘：メンバーの姿と人材育成モデルの構築の
因果関係よくわからない。
⇒補足説明できますか？

ここでいう「年間プログラム」とは、「長野県を
もっと好きになる、将来長野県に貢献したいと思え
る人材の育成プログラム」のこと。
「姿を通じて」ではなく、「検証することで」とし
ました。

課長指摘：選抜の際の評価方法の改善←どうして必
要なのか？
⇒補足説明できますか？

追記しました

産官学連携による、未来を担う人材育成

【取組の成果】
• 県内の経済・産業・教育等の関係団体と連携し、将来長野県で活躍したいと考えている小中学

校の児童生徒が長野県や海外について体験的に幅広く学ぶ機会を提供するため「We Are
Astra!～長野県の明日を切り拓くトラベラーズ～」事業を新たに実施。

• 実行委員会を年３回開催し、地域資源を生かしたプログラム構成の検討や寄付（県直営『共創
型』ふるさと納税受付サイト「ガチなが」）の募集開始等を行った。

• 令和８年２～３月に参加児童生徒（Astra!メンバー）を公募し、応募30名から書類による第１
次選考、実行委員も参加したオンライン面接による第２次選考を経て、17名を選抜した。

【課題・今後の方向性】
• 本事業で育成を目指す資質・能力をより適切に評価し、事業の目的に沿った児童生徒を選抜で

きるよう、選抜の際の評価方法・評価基準の改善が必要である。
• 選抜したAstra!メンバーを中心に、県内企業等訪問や海外体験等の年間プログラムを実施し、

参加者の資質・能力の変容や効果的な学習機会のあり方を検証することで、産官学が連携した
新しい人材育成モデルの構築につなげていく必要がある。

• 第1期生の取組経過をオープンにし、参画したい生徒や関係団体を増やす情報発信を行う。

1

主な取組の成果・課題・今後の方向性
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社会教育人材の育成による住民自治の力の向上

【取組の成果】
• 学校や地域などを舞台に、住民の主体的な

 学びを支え、多様な人や団体をつなぎなが
 ら、地域課題の解決に向けた活動に伴走す
る社会教育士を育成するため、国と連携し
 て社会教育主事講習を実施した。講習修了
 者は、令和６年度の68名から令和７年度
 は80名に増加した。 

【課題・今後の方向性】
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出典：教育委員会事務局調

＜ Astra!メンバーによるキックオフミーティングの様子＞

• 更に社会教育士を増やすため、社会教育
士の制度や受講機会について、生涯学習
推進センターの講座を通して周知を図っ
ていく。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱３ 生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

「各館において主体的な取組が促進された。」
根拠は？情緒的・抽象的な表現は避けたいため、
研修会等への増加を根拠に「課題に即した研修機会
の提供が出来ている。」程度にとどめてはいかがで
しょうか
【企画倉澤】数字がちゃんとあるので、ファクトの
みで十分な成果に出来ると思います。
「課題に即した研修機会の提供が出来ている」削除
でいかがでしょうか

参加者数153名増加は、公民館支援事業ではなく生
涯学習推進センターについての推移です。その点誤
解がないよう、文言を整えました。
その他はご提案のとおり修正しました。

やや文章が難解だったため書き換え。数値での実績
とともに言いたいです

学年ごとでない学校もあるため、学年ごとという文
言は外しました。
一括登録の学校数の数値が不確かなので、教職員用
デモID貸与校数及び一括登録を行なった県立高等学
校としました【第3校確認依頼時に修正】

バリアフリー体験会はR7からの新規の取組ですか？
（その体で追記）

新規ではなく継続です。
年度により開催地区を変えているので、7年度の開
催地区について追記しました【第3校確認依頼時に
追記】

文章が専門的だったためシンプルにしました。政策
の柱に照らして目的を追加

確認済

素材の提供をお願いします 提供
写真の「障がい者向け体験会」は聴覚に障がいを持
つ方向けなので「聴覚」を追記しました【第3校確
認依頼時に追記】

施策の方向性
2 生涯を通じて学ぶことができる環境づくりの推進

（２）施策の取組状況

主な取組の成果・課題・今後の方向性

電子図書館サービスの充実

【取組の成果】
• 読書環境の充実に加え、学校教育や多様な学びの場において「デジとしょ信州」（市町村と県

による協働電子図書館）の活用が増えることを目指し、特に学校への登録促進に取り組んだ。
教職員用デモID貸与校は前年度より43校増加した。さらにデモIDでの試用の後県立高等学校の
7校が一括登録を実施するなど登録が進み、延べ登録者数は36,834人になった。

• 読書バリアフリーの推進に努め、聴覚障がい者や聞こえにくい利用者向けの「デジとしょ信
州」体験会を２回（中信・北信各１回）開催した。

• 電子書籍閲覧サービスは、コンテンツ
数を順調に伸ばすことによって活用度
が上がり、蔵書閲覧回転率が約2.6回に
アップした。

【課題・今後の方向性】

1
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2
生涯を通じて学ぶ
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づくり

≪主な施策≫

2

計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

＜聴覚障がい者向け体験会の様子＞

③県民一人当たり年間貸出冊数
（公立図書館・電子図書館）
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要
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出典：長野県公共図書館概況（県立図書館）

• 更に多くの県民に「デジとしょ信州」
を活用していただくために、各自治体
における広報や体験の機会を引き続き
増やしていくことが求められる。令和８年
度で「デジとしょ信州」事業第１期が終わ
ることから、第２期に向けて、引き続き
サービスを維持し更なる活用促進に取り組
む。

• 一般図書コンテンツと同時に、専門的な情
報が参照できる閲覧サービスを維持し、生
涯にわたって学びに活用できるようなバラ
ンスの取れた知識情報へのアクセスを引き
続き確保していく。

１コンテンツあたりの回転率
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（２）施策の取組状況
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目的や課題感、今後の政策的方向性を踏まえた文章
にしたいです。例文置いてみましたので異議があれ
ば編集してください

以下のとおり修正いたしました。
・現在、フィールドワークを実施している県外大学
等と自治体との連携が一層強化され、継続的な取組
となることで、将来的にサテライトキャンパス等の
新たな県内活動拠点設置の動きに繋がることを目指
し、大学等への訪問・意見交換を２回行った。
・併せて、大学教員、学生、地域住民が参加する大
学主催の地域活性化セミナーや、地元自治体等の協
力を得たフィールドワークを実施した。

「訪問・意見交換を2回」前年度もやっています
か？
できるだけ数値で根拠や成果が出ている感を示した
く、例えば意見交換実施数やフィールドワーク参加
者数など、数値で出せるものがあれば教えてくださ
い（表形式で追記します）

令和６年度から大学事務局等との意見交換を実施し
ています。

（１）地域活性化セミナー（10/4）
参加者数：約70名
（２）フィールドワーク【ZEN大学】
（1/22~1/28）
参加者数：９名
（３）フィールドワーク【日本福祉大学】（2/14）
参加者数：35名

→【企画倉澤】フィールドワーク等の参加者数を文
中に入れ込みました

具体的に何に取り組むのか？追記してみました 以下のとおり修正いたしました。

現在、フィールドワークを実施している２大学との
連携を一層強化し、持続的な取組を推進するととも

意見交換を実施する。

【企画倉澤】文章の要素が多くなると難解になるた
め、2文に分けた上で修正いかがでしょうか

0817：県学びと調整し【取組の成果】欄の文章を
調整

【企画倉澤】今年度の取組の成果→成果を受けてさ
らに目指したいこと という流れでの記載だとつな
がりがよいので、項目の順番を入れ替えでいかがで
しょうか
原文：現在、フィールドワークを実施している２大
学との連携を一層強化し、持続的な取組を推進する
とともに、大学等の活動拠点となる自治体の拡大を
目指し、意見交換を実施する。

若者が県内で学び続けられる環境づくりを促進

【取組の成果】
• 県外大学等と自治体との連携を一層強化し継続的な取組とすることで、将来的なサテライト

キャンパス等の県内活動拠点の設置を目指し、大学等への訪問・意見交換を２回行い、大学主
催の地域活性化セミナーの開催や地元自治体等の協力を得たフィールドワークの実施につなげ
た。

【課題・今後の方向性】
• フィールドワークを実施している２大学との連携を強化し、持続的な取組を推進するとともに、

大学等の活動拠点となる自治体の拡大を目指し、意見交換を実施する。

2 1

主な取組の成果・課題・今後の方向性

1 

共
学
共
創

２ 

生
涯
学
習

公民館を核とした、地域の人々が学び合う環境の整備・推進

【取組の成果】
• 公民館支援事業として、公民館活動の充実に向けた研修会（８回・971名参加）を実施した。 
• 生涯学習推進センターにおいて、公民館からの要請に応える支援講座（12回・607名参加）、

関係者の資質向上を図る講座（６回・191名参加）を実施した。公民館関連講座の参加者数は
前年度より延べ153名増加した。

【課題・今後の方向性】
• 幅広い関係者の参画を促すとともに、地域課題や学習ニーズに応じた講座の充実、受講後の実

践的な取組への展開を進め、地域における学習環境の充実を図る。

2 1

＜中学生が参加した公民館協働事業の様子＞ ＜公民館主催行事の様子＞



政策の柱４
文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれ
る機会をつくる

【将来像】
歴史や特色のある文化が継承され、それらに触れる機会が充実するとともに、多くの県民が文化

芸術・スポーツに親しむことにより、地域が活性化し、一体感が醸成されている。
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（１）総括

施策の方向性1

文化芸術・スポーツに親しむことができる
機会の充実

成果指標 進捗

① 文化芸術活動に参加した人の割合 ― ※

② 信州アーツカウンシルの支援等団体
数

順調

③ 運動・スポーツ実施率 一層の取組
強化が必要

④ 小・中学生の体力合計点 取組強化が
必要

成果指標 進捗

⑤ 国民スポーツ（体育）大会男女
総合順位

一層の取
組強化が
必要

施策の方向性2

「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功
に向けた準備の実施、競技力の向上

・ 県民が文化芸術・スポーツに触れ、親しむことができる
機会が充実している。
・ 子どもたちが運動習慣を身に付け、自分に合った方法
で運動に取り組んでいる。

＜考え方＞

・ 「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の開催に向けた準
備や競技力の向上が進み、スポーツを通じた地域の活
性化や一体感の醸成につながる基盤が整っている。

＜考え方＞

≪施策の方向性と成果指標の進捗状況の概括≫

➢ 【施策の方向性1】各種取組により、県民や児童生徒が文化芸術に触れる機会の充実が図られてい
る。運動・スポーツについては、働き世代・子育て世代など身体を動かしづらい世代への働きかけ
や、子どもが地域で持続的に運動に親しむことが出来る環境を整えていく必要がある。とりわけ中
学校部活動の地域展開については、取組の進捗に伴い、担い手の確保や移動手段の確保といった地
域ごとの課題が顕在化してきており、今後はコーディネーターの配置や安全・安心な移動の仕組み
づくり等、具体的な課題解決に向けた支援が求められる。

➢ 【施策の方向性2】信州やまなみ国スポ・全障スポの開催に向け、会場の選定や開催地市町村との
調整等の準備が進んでいる。一方、成果指標は未達成であり、県民がスポーツに親しむ裾野を広げ
ることを土台としながら、その先の競技力向上につなげていく。

No. 成果指標 進捗

① 成果指標名 進捗状況

≪凡例≫

＜関連する指標＞

＜関連する指標＞

※①については、出典である県調査の令和７年度実績の判明時
期が10月となることから、令和７年度は報告書作成時の実績値
の更新はなし。したがって、進捗区分は「ー」とした。

【総括評価】

文化芸術・スポーツに親しむ環境づくりや
中学校部活動の地域展開は着実に進んでい
る。一方、成果指標の進捗には伸び悩みが
みられ、更なる取組の強化が求められる。

【今後の方向性】

文化芸術・スポーツに親しむことができる機会や
場を確保・充実させていくとともに、障壁になっ
ている課題を掴み、焦点を絞って対応していくこ
とが求められる。引き続き、取組を推進していく。



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

政策の柱４ 文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれる機会をつくる
（２）施策の取組状況
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部活動の地域展開も政策の柱の中で目玉となる事業
ですので、記載をお願いします。
仮記載しましたので、適宜修文してください。
（出来る限り情緒的・抽象的な記載は避ける。どん
な取組なのか説明を追記する（専門用語だらけにし
ない））

・地域展開の進捗状況について、県内各地における
地域クラブ活動への展開や広域連携、運営体制整備
等の取組状況を記載しました。
・人材バンク、応援サポーター制度、オンラインク
ラブ活動など、具体的な取組内容が分かるよう整理
しました。
・課題について、指導者確保、移動手段の確保、持
続可能な運営体制の構築の観点から整理し、今後の
方向性とのつながりを明確にしました。

【企画倉澤】地域展開の実績として、市町村教委と
の懇談会の資料を参考に数字を入れました。ご確認
願います

安全な移動WTのことも触れていただきたいです。 課題・今後の方向性で触れました。

【企画倉澤】「人材バンク」「サポーター制度」あ
たり、実績となるような数字は何かありますか？も
し書ければ文中入れ込みでよいので記載をお願いし
ます。（例：○件マッチング、サポーター認定○名
等）

素材の提供をお願いいたします 添付しました。

施策の方向性
１ 文化芸術・スポーツに親しむことができる機会の充実

（２）施策の取組状況

主な取組の成果・課題・今後の方向性

1
文化芸術、スポー
ツに親しむことが
できる機会を充実

2
「信州やまなみ国
スポ・全障スポ」
の成功に向けた
準備の実施、競
技力向上

≪主な施策≫
計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

中学校部活動の地域展開の推進

【取組の成果】
• 市町村や関係団体との連携のもと、中学校部活動の地域展開を推進した（運動部・文化部合わ

せて1,498部／1,712部：87.5%が、令和８年度末までに休日の地域展開を完了予定）。
• 地域クラブ活動への展開に向けた取組が県内各地で進められるとともに、広域連携や運営体制

の整備など、持続可能な活動環境の構築に向けた取組を推進した。
• 地域クラブ活動の担い手確保に向けて、市町村と指導希望者をつなぐ「信州地域クラブ活動指

導者人材バンク」を構築するとともに、地域クラブ活動を支援する企業・団体等を認定する
「信州地域クラブ活動応援サポーター制度」を創設し、地域全体で子どもたちの活動を支える
体制づくりを進めた。

• 「まつチャレフェスタ！2025」を開催し、スポーツや文化芸術活動の体験機会を提供した。来
場者は800人を超え、学校部活動以外の多様な活動に触れる機会を創出した。

• 中山間地域における指導者不足や移動負担等の課題に対応するため、県内５自治体・４競技で
ICTを活用したオンラインクラブ活動の実証を実施し、地域事情に左右されない活動機会の確
保に向けた検証を進めた。

【課題・今後の方向性】
• 地域展開が着実に進んでいる一方で、指導者の確保、活動場所までの移動手段の確保、持続可

能な財源の確保など、地域によって異なる課題への対応が必要である。特に文化芸術分野では
指導者や運営主体の確保が課題となっている。

• 市町村ごとの課題解決を支援するため、県総括コーディネーターによる訪問支援や関係団体と
の連携強化を進めるとともに、認定地域クラブ制度の普及を通じて、安全で持続可能な運営体
制整備を促進する。

• 地域クラブ活動における移動手段の課題に対応するため、安全・安心な児童生徒の移動に関す
る研究を進めるとともに、地域の実情を踏まえた移動手段についてモデル事業を実施し、持続
可能な仕組みづくりを進める。

1

＜まつチャレフェスタ！ 2025の様子＞

信州地域クラブ活動推進公認ロゴマーク



政策の柱４ 文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれる機会をつくる
（２）施策の取組状況
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文章が分かりづらかったのでシンプルにしました 承知しました。

施策の目的は「団体活動の活性化が文化芸術活動に
参加する機会拡充につながる」ということでよいで
しょうか？記載を追加しました。また文章は、でき
る限り抽象的・包括的な記載を削除し具体的な記述
に置き換えてみました

承知しました。

取組の結果として来場に繋がったという因果関係に
しました

お出かけ歴史館等の実施は、遠方でなかなか歴史館
に足を運べない方たちへの歴史学習機会をフォロー
する取り組みなため、企画展等の来場者数の増減と
の因果関係は無いとは言えませんが、あまり結びつ
かないかなと思いましたので、修正しました。

前年度比較で根拠を補強、成果が出ている感を前に
出したいです。数字があれば教えてください
（適宜表形式で挿入予定）
→【企画倉澤】表で入れ込みました。誤りがあれば
修正願います

企画展で前年比1,703人増、常設展で497

表の企画展来場者数に誤りがありますので修正しま
した（8/6）
表記を「年度」に修正（9/2）

「誰もがアクセスできる環境の整備」と「魅力ある
歴史館の機能充実」に分けました

承知しました。

アーツカウンシルのなかに県立美術館の取組が含ま
れていましたが、取組類型が異なるものが1つの

分けました。取組成果、見出しは仮置きなので追記
してください。

アーツカウンシルの中に県立美術館の取組みが含ま
れているのは誤りなので、削除します。
※昨年度の評価報告では＜文化芸術活動の発展＞と
して、県美・AC・OMFの取組を記載していました。
美術館のみ特出しするのは昨年度報告とも整合が取
れないと考えます。

アウトリーチ、インクルーシブプロジェクトー説明
を追記しました

上記と同じです。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

県立歴史館の機能充実による、県民の歴史に関する学習や交流の促進

【取組の成果】
• 学校見学で10,693名、大学の博物館実習で８名、中学校等の職場体験学習で14名を受け入れ、

学校教育への協力・連携を推進した。
• 所蔵品展のほか、企画展で23,206人、常設展で28,662人が来場した。また、遠方でなかなか

歴史館に足を運べない方たちの歴史学習機会を確保するため中南信地域の小学校等へ出張する
「お出かけ歴史館」の４回実施等、出前授業を行った。

【課題・今後の方向性】
• 住んでいる場所等に関わらず、多くの人が県立歴史館を利用できる環境整備を推進する必要が

ある。「お出かけ歴史館」や出前授業等のアウトリーチ活動のほか、収蔵資料のデジタルアー
カイブ化等の推進により、誰もが歴史情報にアクセスできる環境整備を推進する。

• 各種講座の開催、魅力ある企画展を実施し、引き続き県民の歴史に関する学習や交流の意欲喚
起・機会促進につなげていく。

信州アーツカウンシルによる文化芸術活動への支援

【取組の成果】
• 文化芸術活動の中間支援を行う「信州アーツカウンシル」(県が設置支援）において、305の文

化芸術団体に助成プログラム等による支援を行った。 

【課題・今後の方向性】

1

• 文化芸術団体の活動を活性化することで県
民の文化芸術活動に触れる機会を拡充する
ため、引き続き助成プログラム等による支
援を継続していく。

• 特に、アーツカウンシルの中間支援機能を
高めていくための認知度の向上や、これま
で助成を受けた団体が、新たに支援する側
としてアーツカウンシルに参画・協働する
仕組みの構築に取り組んでいく。

②信州アーツカウンシルの支援等団体数

順調
202
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※計画時点での基準値が見込値だったため、基準値が計画時と

異なる値になっている。

（計画時数値 2022年度：165団体）

県立歴史館来館者数 R6年度 R7年度

企画展（単位：人） 21,503 23,206

常設展（単位：人） 29,159 28,662
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1

出典：県民文化部調
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自治体独自のコンテンツとは？
R7コンテンツ拡充数のデータ
⇒未反映。要確認

目的を先に置きました 確認済

主語を県にしました 確認済

DOIの導入について記載を追加しました【第3校確
認依頼時に追記】

目標未達成を踏まえて修文しました 確認済

課題分析に対して「国スポを契機に参加に繋げる」
では課題に対応した取組として弱い記載になってい
ると思います。書き直してみました。受けられる・
読める取組があればこちらの方向で進んでいただき
たいです。

一部修正 「国スポを契機に参加に繋げる」は活か
し

「～～求められており、施設の有効活用と地域ス
ポーツ環境の充実を図る。」前段と文意が重複しま
す。「求められており」、という記載も重複するた
め後段削除し記載をシンプルにしました。

一部修正

スポーツ機会の充実

【取組の成果】
• スポーツ指導者の育成や長野マラソン等のイベント支援を通じて、スポーツの参画機会を醸成

した。
• 運動・スポーツ実施率は50.4％（対前年度1.6ポイント増）となり、スポーツに親しむ県民は

増加傾向にあるものの、目標達成には至っていない。

【課題・今後の方向性】
• 女性・若者・働き世代や障がいのある人など、それぞれのライフステージや状況に応じてス

ポーツに親しめるよう、対象に応じた参加機会の充実や情報発信等に取り組むとともに、信州
やまなみ国スポ・全障スポを契機とした関心の高まりを継続的なスポーツ参加につなげる。

• 県営体育施設の老朽化や機能維持への対応を進めるとともに、総合型地域スポーツクラブ等の
関連団体との連携強化や指導者養成等により、地域で継続的にスポーツ活動を支える環境の充
実を図る。

1

図書館・博物館資料等のデジタル化・オープン化の推進

【取組の成果】
• 図書館、博物館資料のデジタル化資料の公開を促すため、講習会を２回開催した。
• デジとしょ信州のオリジナルコンテンツに、岡谷市、栄村の災害記録・史誌等自治体独自の新

たなコンテンツを加え、コンテンツを拡充した。
• 令和７年11月のシステム更新で、県立長野図書館が運営するデジタルアーカイブ「信州デジタ

ルコモンズ」のコンテンツに対し、その恒久的なアクセスを保証するため、全国の公立図書館
で初めて「DOI（デジタルオブジェクト識別子）」を付与した。

【課題・今後の方向性】
• デジタル化資料の公開を困難と捉える自治体等が多いため、有効な公開手段やプラットフォー

ムを講習会等で周知することで、県民が誰でも、どこからでもアクセスできる長野県関係のデ
ジタル化資源を増やしていく。

1

主な取組の成果・課題・今後の方向性

①文化芸術活動に参加した人の割合 ③運動・スポーツ実施率

―

一層
の取
組強
化が
必要

44.8

53.6

62.4

71.2

80.0

76.3
80.5

44.8
49.3

30

50

70

90

2021 22 23 24 25 26 2027

(%)

(年度)

(目標)(基準)

出典：県政アンケート調査
（2022までは県政モニターアンケート）

※2023から調査手法の大幅な変更あり、2024より目安値を修正。

※出典である県調査の令和７年度実績判明時期が10月となるこ

とから、令和７年度は報告書作成時の実績値の更新はなし。

進捗区分は「―」とした。

46.1 
52.1 

58.1 
64.0 

70.0 

60.8 61.2 

46.1 
48.8 

50.4 

30

50

70

90

2021 22 23 24 25 26 2027

(％)

(年度)
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出典：観光スポーツ部調
（2022までは県政モニターアンケート）

※ 2023から調査手法の大幅な変更あり、2024より目安値を修正。
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課長指摘事項：
・コンテンツの内容がわからず、読み手に伝わらない

⇒青字記載仮置き。要修正依頼

元の文章「新たな自治体コンテンツを加え」
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

一定の成果を得た。→抽象的な表現なので、数値で
言えているアンケート結果7割をそのまま使う方向
でよいと考えます

【企画倉澤】「R７年度からながのスポーツスタジ
アムの新種目として～」こちらはファクトなので、
「取組の成果」に移動でいかがでしょうか

OK

【企画倉澤】ファクトと今後の課題を分ける形で、
分析を追加しました。METsのねらいについてはこ
ちらで記載をしましたが誤りないでしょうか。

「日常にある身体活動を運動として」に修正しまし
た。

【企画中村】「昨年度の10倍の申請を目指す」今年
の目標は10倍？10回？
「10倍の30件を目指す」などに言い換えか

修正加えました。

【企画倉澤】キャプションを入れたいです。追記を
お願いします

「児童生徒の体つくり向上支援事業の様子」でいか
がでしょうか。

学校における子どもの体力向上に向けた取組の促進

【取組の成果】
• 学校の指導力向上のため、実技指導協力者派遣事業や学校体育実技指導研修等を実施。実施後

のアンケートでは、「体を動かす楽しさや、心地よさを味わえた」と答えた児童生徒の割合が
７割を超えた。

• 令和７年度からながのスポーツスタジアムの新種目として、METs（身体活動の強さを安静時
の何倍に相当するかで表す単位）を活用した種目を取り入れ、日常にある運動を『見える化』
することに取り組んだ。

【課題・今後の方向性】
• METsを活用した種目は、日常にある身体活動を運動として捉えなおし、運動への興味・関心

を高めることを狙いとするものであるが、申請件数は３件に留まり、認知や理解の不足が課題。
令和８年度は、周知の方法やルールを再考し、前年度の10倍の30件を目指す。

• 体力テスト集計システムを新たに構築し、即時フィートバックを行えるようにすることで、児
童生徒にとって体力テストの結果を活かした運動への取組が可能になる環境を構築する。

1

主な取組の成果・課題・今後の方向性

関連する成果指標

④小・中学生の体力合計点

取組強
化が必
要

49.6 50.2 50.8 51.4 52

49 49.3 49.4 49.4

40

45

50

55

60

2022 23 24 25 26 2027

(点)

(年度)

（基準）

出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査（スポーツ庁）
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(目標)

＜講師を派遣した授業の様子＞



１ デジタルの力を活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実
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教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

国スポの準備の関係も1ボックス分記載をお願いし
ます
（政策の柱ー施策の方向性として、開催に向けた準
備の実施についても置いているため）

【企画倉澤】順位の向上だけで成果として言えるた
め、「成果が見られた」は削除でいかがでしょうか

削除で問題ありません

0828：0827連絡分反映済【企画倉澤】

施策の方向性
2

「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功に向けた準備の実施、競技力の
向上

（２）施策の取組状況

天皇杯・皇后杯獲得に向けた競技力向上

【取組の成果】
• 各競技団体の指導者養成に係る経費の支援、国内トップレベルの指導力を持つコーチの招聘等

に取り組み、子どもから大人、そして県代表選手まで一貫した指導体制の整備を行った。
• 本大会への総出場権数は、男子種別においてやや伸び悩み前回大会の49から37に減少したが、

少年女子種別においては安定的に出場権を獲得した。
• 本大会結果としては、天皇杯はおおむね横ばいだったものの、皇后杯は前回大会の23位から13

位と大幅に順位を上げた。

【課題・今後の方向性】
• 男子種別の更なる強化を進めていくとともに、今春高校進学した2028年のターゲット世代の有

望なジュニア選手への支援のほか、成年選手の強化を図るため、有力選手の確保、選手の強化
活動への支援を実施するなど、より一層メリハリの効いた選手強化策に取り組んでいく。

主な取組の成果・課題・今後の方向性

1
文化芸術、スポー
ツに親しむことが
できる機会を充実

2
「信州やまなみ国
スポ・全障スポ」
の成功に向けた
準備の実施、競
技力向上

2

≪主な施策≫

2

計画で例示した主な施策の類型。各取組のボックス上部に、
当てはまる類型を明示した。

信州やまなみ国スポ・全障スポの開催に向けた準備の実施

【取組の成果】
• 大会開催の準備を進めるため、令和７年８月25日に準備委員会から実行委員会に改組し、各種

会議を開催した（総会３回、常任委員会２回、専門委員会14回）。
• 市町村の競技会場施設整備を支援するため、８市２町の整備費を補助した。
• 大会の開催に向けて運営に携わる競技役員を養成するため、43競技団体を補助した。

【課題・今後の方向性】
• 両大会及び大会終了後を見据え、より多くの県民が関心や適性等に応じて「する」「みる」

「ささえる」など多様な形でスポーツに参加できる環境づくりを進めるとともに、スポーツを
通じた元気な長野県づくりに向けた気運醸成を図る。

• 大会の円滑な開催に向け、市町村の競技会場施設整備について継続的な支援と進捗管理を行う
とともに、競技役員等養成事業補助金の活用促進を通じて競技役員等の養成・確保を進め、大
会運営体制の充実を図る。

2
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関連する成果指標

⑤国民スポーツ（体育）大会男女総合順位

一層の
取組強
化が必
要

教育政策課コメント・メモ 担当課コメント

抜け漏れ1文追記

スペースがあるので、素材の提供をお願いいたしま
す

提供済

15 

21 

17 19 

10 10 10

8

5
1

6

11

16

21

2022 23 24 25 26 2027

(位)

(年)

(目標)(基準)

出典：教育委員会事務局調

スポーツ医科学ネットワークの構築

【取組の成果】
• アスリートが県内全域で一定水準のサポートを受けられるスポーツ医科学ネットワークの構築

に向けた体制づくりとして、医科学関係者を選定し、各競技団体が活用できる環境を整えた。
• また、女性アスリートへの支援としてメディカル・フィジカルチェックの項目の検討を始め、

モデルケースの実施も行った。
• 長野県版アスレティックトレーナー養成においては、カリキュラムの検討を終了し、初級講座

を開講した。

【課題・今後の方向性】
• メディカル・フィジカルチェックの対象者を広げ、全アスリートに実施できるよう進めていく。
• 上級講座及び認定試験の検討を進め、中長期的には国民スポーツ大会終了後もスポーツ医科学

ネットワークを統括し、選手のみならず県民を医科学の面でサポートできる人材の育成を目指
す。

2

主な取組の成果・課題・今後の方向性

医科学ネットワーク本部（医科学専門委員会）

　①各地の医療関係者等に、医科学サポートの提供について協力依頼・情報収集

　②集約した情報をとりまとめ、競技団体へ情報提供（随時更新）

　③競技者・競技団体からの相談に応じ、必要な支援を提供できる地域の施設・

　　人材を紹介・マッチング

　▶ 県内各地で必要な医科学的サポートを受けられる環境を構築

県内10広域

・ＡＴによる各種サポート ・メディカルチェック ・栄養士による栄養指導 ・薬学指導

・柔整師や鍼灸師によるメンテナンス ・各種検診・測定 ・・・等の医科学サポートを提供

競技者・

競技団体③相談

④紹介・

マッチング
①協力依頼・情報集約・サポート者の発掘

柔道整復師

スポーツドクター

鍼灸師

栄養士

スポーツ

デンティスト
産婦人科医

②提供

薬剤師

理学療法士

アスレティックトレーナー

・・・

メンタルトレーナー

＜スポーツ医科学ネットワーク イメージ図＞

＜2025年滋賀国スポ カヌースプリント女子カヤック種目 優勝＞
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【進捗率の計算方法】
◆差分比較型（差）：
進捗率（%）＝（当該年度実績値－基準値）／（当該年度の進捗の目安－基準値）×100
◆基準設定型（基）：
設定した基準の達成・未達成のみを判定し、進捗状況の区分は達成なら｢順調｣、未達成なら｢一層の取組強化が必要｣ とする

注）数値未発表：―               
  
【成果指標の進捗状況の区分】
順調：進捗率100％以上
おおむね順調：進捗率80％以上100%未満
取組強化が必要：進捗率80％未満
一層の取組強化が必要：基準値未満

政策の柱１　一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる

≪総合的な指標≫
(年4月調査) 2022年 4月調査結果 (2027)

実績値 83.7 82.4 ↘ 84.5 ↗ 83.4 ↘ 現状以上

進捗の目安 ー 83.7 83.7 83.7 未達成

(年度) (2021) (2027)

実績値 84.3 84.4 ↗ 85.2 ↗ 85.0 ↘ 現状以上

進捗の目安 ー 84.3 84.3 84.3 達成

(年4月調査) 2022年4月調査結果 (2027)

実績値 82.7 83.5 ↗ 75.8 ↘ 78.8 ↗ 現状以上

進捗の目安 ー 82.7 82.7 82.7 未達成

施策の方向性１　これからの時代に向けた学校改革、学びの改革の推進

(年4月調査) 2022年4月調査結果 (2027)

実績値 46.6 45.3 ↘ 47.0 ↗ 49.1 ↗ 56.6

進捗の目安 ー 48.6 50.6 52.6 41.7%

(年4月調査) 2022年4月調査結果 (2027)

実績値 68.9 80.0 ↗ 77.9 ↘ 78.3 ↗ 現状以上

進捗の目安 ー 68.9 68.9 68.9 達成

(年度) (2021) (2027)

実績値 92.4 92.6 ↗ 92.8 ↗ 91.5 ↘ 94.9

進捗の目安 ー 92.9 92.8 93.9 -60.0%

(年) (2021) (2027)

実績値 98.5 98.6 ↗ 98.8 ↗ 98.4 ↘ 99.5

進捗の目安 ー 98.8 99.0 99.2 -14.29%

(年度) (2021) (2027)

実績値 0.03 1.2 ↗ 1.7 ↗ 1.7 → 2.0

進捗の目安 ー 0.9 1.1 1.4 121.9%

施策の方向性２　教職員の資質向上、働き方改革
(年度) (2021) (2027)

実績値 90.2 92.1 ↗ 92.3 ↗ 93.7 ↗ 92.7

進捗の目安 ー 90.7 91.2 91.7 233.3%

(年度) (2021) (2027)

実績値 77.1 85.8 ↗ 81.7 ↘ 82.9 ↗ 100

進捗の目安 ー 80.9 85.7 90.5 43.3%

１年度目 ２年度目 ３年度目
進捗

区分

目標値
上段：時点

中段：目標値

下段：達成状況

計算

方法　上段：時点　　中段：実績値

　下段：進捗の目安

No. 指標名 単位 区分 基準
計画時の現状

基

2
学校の教育活動全般に対する生徒

（高校生）の満足度
%

(2023) (2024) (2025)

順調 基

1
「学校へ行くのが楽しい」と答える児童生

徒（小6、中3）の割合
%

2024年 4月調査結果 2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果
一層の取

組強化が

必要

3
「授業がよく分かる」と答える児童生徒

（小6、中3）の割合
%

2024年 4月調査結果 2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果
一層の取

組強化が

必要

基

4 幼保小合同研修会の実施率 %

2024年 4月調査結果 2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果

取組強化

が必要
差

5

「自分で課題を立てて情報を集め整理し

て、調べたことを発表するなどの学習活動

に取り組んでいる」と答える児童生徒

（小6、中3）の割合

%

2024年 4月調査結果 2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果

順調 基

6
高校現役生で進学希望者のうち進学し

た者の割合
%

(2023) (2024) (2025)
一層の取

組強化が

必要

差

7 高校卒業後就職希望者の就職内定率 %

(2023) (2024) (2025)
一層の取

組強化が

必要

差

8 高校生の海外への留学率 %

(2023) (2024) (2025)

順調 差

9
CEFR　B2以上の英語力を有する英語

担当教員の割合
%

(2023) (2024) (2025)

順調 差

10
授業にICTを活用して指導することができ

る教員の割合
%

(2023) (2024) (2025)

取組強化

が必要
差
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(年度) (2021) (2027)

実績値 64.7 84.9 ↗ 91.9 ↗ 34.7 ↘ 100

進捗の目安 ー 85.0 90.0 94.0 -102.4%

(年度) (2021) (2027)

実績値 67.7 88.6 ↗ 94.3 ↗ 36.4 ↘ 100

進捗の目安 ー 85.0 90.0 94.0 -119.0%

(年度) (2021) (2027)

実績値 58.6 78.0 ↗ 87.9 ↗ 31.3 ↘ 100

進捗の目安 ー 85.0 90.0 94.0 -77.1%

(年度) (2021) (2027)

実績値 72.3 83.2 ↗ 82.5 ↘ 41.7 ↘ 100

進捗の目安 ー 80.0 85.0 90.0 -172.9%

(年度) (2021) (2027)

実績値 100 100 ↗ 100 ↗ 63 ↘ 100

進捗の目安 ー 100 100 100 未達成

政策の柱2　一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる

施策の方向性１　共に学び、他者を認めあう環境づくりの推進
(年4月調査) 2022年4月調査結果 (2027)

実績値 76.5 77.4 ↗ 79.0 ↗ 78.2 ↘ 現状以上

進捗の目安 ー 76.5 76.5 76.5 達成

施策の方向性２　学びに困難や悩みを抱える子どもの支援と多様な学びのあり方の実現
(年4月調査) 2022年4月調査結果 (2027)

実績値 81.1 84.2 ↗ 81.9 ↘ 80.8 ↘ 現状以上

進捗の目安 ー 81.1 81.1 81.1 未達成

(年度) (2021) (2026)

実績値 66.6 67.4 ↗ 67.6 ↗ 67.2 ↘ 現状以上

進捗の目安 ー 66.6 66.6 66.6 達成

(年度) (2021) (2027)

実績値 73 96 ↗ 110 ↗ 141 ↗ 93

進捗の目安 ー 81 84 87 485.7%

(年度) (2022) (2027)

実績値 73.0 77.2 ↗ 84.0 ↗ 86.6 ↗ 100

進捗の目安 ー 78.4 83.8 89.2 84.0%

(年度) (2021) (2027)

実績値 29.4 21.7 ↘ 23.6 ↗ 22.8 ↘ 32.4

進捗の目安 ー 30.4 30.9 31.4 -330.0%

差

12

1か月一人当たりの平均時間外在校等

時間が30時間以下の学校の割合（高

校）
※令和7年度実績分より月30時間を目標値として新たに進

捗の測定を行っている。

%

一層の取

組強化が

必要

11

1か月一人当たりの平均時間外在校等

時間が30時間以下の学校の割合（小

中）
※令和7年度実績分より月30時間を目標値として新たに進

捗の測定を行っている。

%

(2023) (2024) (2025)

一層の取

組強化が

必要

11

-2

【参考】1か月一人当たりの平均時間外

在校等時間が30時間以下の学校の割

合（中）
※令和7年度実績分より月30時間を目標値として新たに進

捗の測定を行っている。

%

(2023) (2024) (2025)

一層の取組

強化が必要

11

-1

【参考】1か月一人当たりの平均時間外

在校等時間が30時間以下の学校の割

合（小）
※令和7年度実績分より月30時間を目標値として新たに進

捗の測定を行っている。

%

(2023) (2024) (2025)

一層の取組

強化が必要

差

(2023) (2024) (2025)

差

差

基

1

「自分と違う意見について考えるのは楽し

いと思う」と答える児童生徒（小6、中

3）の割合

%

2024年 4月調査結果

13

1か月一人当たりの平均時間外在校等

時間が30時間以下の学校の割合（特

支）
※令和7年度実績分より月30時間を目標値として新たに進

捗の測定を行っている。

%

(2023) (2024) (2025)

一層の取

組強化が

必要

基

2

「授業は、自分に合った教え方、教材、

学習時間になっていた」と答える児童生

徒（小6、中3）の割合

%

2024年 4月調査結果

2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果

2025年 4月調査結果 2026年 4月調査結果

5

特別支援学校において個別指導計画に

「個に応じたICT活用」が位置付けられて

いる児童生徒の割合

%
おおむね順

調

3
不登校児童生徒が学校内外で専門的

な指導・相談を受けた割合
%

(2022) (2023) (2024)

順調

(2024)

(2023) (2024)

(2023)

差

特別支援学校高等部卒業生の就労率 %

一層の取

組強化が

必要

差

(2025)

No. 指標名 単位 区分 基準
計画時の現状

１年度目

6

4
不登校児童生徒が通所しているフリース

クールの数
%

(2023)

　上段：時点　　中段：実績値

　下段：進捗の目安

２年度目 ３年度目
進捗

区分

目標値
上段：時点

中段：目標値

下段：達成状況

計算

方法

(2024) (2025)

順調 差

(2025)

基

順調 基

一層の取

組強化が

必要
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４ 「第４次長野県教育振興基本計画」成果指標の進捗状況一覧

政策の柱
指標の
合計

順調
おおむね

順調

取組強化

が必要

一層の

取組強化

が必要

１
一人ひとりが主体的に学び他
者と協働する学校をつくる

13 4 0 2 7

２
一人の子どもも取り残されな
い「多様性を包み込む」学び
の環境をつくる

６ 3 1 0 2

３
生涯にわたり誰もが学び合え
る地域の拠点をつくる

３ 1 1 1 0

４
文化芸術・スポーツの身近な
環境を整え、共感と交流が生
まれる機会をつくる

５※ 1 0 １ 2

合 計 27 9 2 5 11

※指標「文化芸術活動に参加した人の割合」について、進捗区分を「―」としたため、進捗区分ごとの小計と合計は一致しない。

政策の柱３　生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる

施策の方向性１　多様な主体による地域、学びの拠点づくりの推進

(年度) (2021) (2027)

実績値 12 50 ↗ 68 ↗ 80 ↗ 110

進捗の目安 ー 45 61 77 104.6%

(年度) (2022) (2027)

実績値 2.5 2.6 ↗ 12.8 ↗ 51.9 ↗ 100

進捗の目安 ー 20.0 40.0 60.0 85.9%

施策の方向性２　生涯を通じて学ぶことができる環境づくりの推進

(年度) (2021) (2027)

実績値 5.3 5.5 ↗ 5.5 → 5.5 → 6.0

進捗の目安 ー 5.5 5.7 5.8 40.0%

政策の柱４　文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれる機会をつくる

施策の方向性１　文化芸術・スポーツに親しむことができる機会の充実

(年度) (2021) (2027)

実績値 76.3 44.8 ↘ 49.3 ↗ ― ー 80.0

進捗の目安 ー 77.5 78.2 78.8 ―

(年度) (2022) (2027)

実績値 197 218 ↗ 266 ↗ 305 ↗ 350

進捗の目安 ー 202 239 276 136.7%

(年度) (2021) (2027)

実績値 60.8 46.1 ↘ 48.8 ↗ 50.4 ↗ 70.0

進捗の目安 ー 63.9 65.4 66.9 -170.5%

(年度) (2022) (2027)

実績値 49.0 49.3 ↗ 49.4 ↗ 49.4 → 52.0

進捗の目安 ー 49.6 50.2 50.8 22.2%

施策の方向性２　「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功に向けた準備の実施、競技力の向上

(年) (2022) (2027)

実績値 15 21 ↘ 17 ↗ 19 ↘ ５位以上

進捗の目安 ー 13 11 9 -66.7%

(2024) (2025)

差順調

基準
計画時の現状

１年度目 ２年度目 ３年度目
進捗

区分

目標値
上段：時点

中段：目標値

下段：達成状況

計算

方法

差

3
県民一人当たり年間貸出冊数

（公立図書館・電子図書館）
冊

(2023) (2024) (2025)

2
地域との連携を行うコーディネーターが確

保されている県立学校の割合
%

(2023) (2024) (2025)

差
取組強化

が必要

おおむね順

調

1

文化芸術活動に参加した人の割合
※2023から調査手法の大幅な変更があり、2024より目安値

を修正。

※出典である県調査の令和7年度実績判明時期が10月と

なることから、令和7年度は報告書作成時の実績値の更新は

なし。進捗区分は「―」とした。

%

(2023) (2024) (2025)

差―

2 信州アーツカウンシルの支援等団体数 団体

(2023) (2024) (2025)

差順調

3
運動・スポーツ実施率
※2023に調査手法の大幅な変更があり、2024より目安値を

修正。

%

(2023) (2024) (2025)

差

一層の取

組強化が

必要

4 小・中学生の体力合計点 点

(2023) (2024) (2025)

差

取組強化

が必要
差

5
国民スポーツ（体育）大会男女総合順

位
位

(2023) (2024) (2025)
一層の取

組強化が

必要

1 社会教育士の数 人

(2023)

No. 指標名 単位 区分
　上段：時点　　中段：実績値

　下段：進捗の目安



点検・評価の実施にあたっては、次の学識経験者から御意見をいただき、それらを踏まえて評価

をとりまとめた。

氏名 所属等

西 一夫 信州大学 副学長（教育、附属学校担当）、教育学部長

早坂 淳 長野大学 社会福祉学部 教授
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５ 学識経験者からの意見

【学識経験者（五十音順・敬称略）】

政策の柱１
一人ひとりが主体的に学び他者と協働する学校をつくる

• 学校改革や学びの改革の取組の進展は評価できる一方で、「学校に行くのが楽しい」「授業が
分かる」等、子どもの実感に関する指標に十分反映されていない。調査に回答する子どもが毎
年異なるという難しさはあるが、その現状を直視し、今後の課題とすることが望ましい。

• 個別最適な学びは、とりわけ学校に居場所がないと感じる子どもや、授業を理解しにくいと感
じる子どもの学びを支える上でも重要である。従来の一斉授業に慣れた教員でも実践できるよ
う、伴走支援の体制を整える必要がある。

• TOCO-TONの取組等をSNSで継続的に発信している。学校の様子を多くの人に伝えている点は
評価できる。

• 幼保小接続については、幼稚園・保育園と小学校の相互乗り入れの視点を持つことが重要。研
修についても、研修の開催回数だけでなく、参加が伸びない理由や、保育士の入れ替わりに
よって知見が蓄積されにくい状況を分析する必要がある。

• 年齢に関わらず教員間のICT活用格差が広がる可能性がある。研修や伴走支援等により、活用
が進まない教員に対し、周りが支援できる環境があると望ましい。

• 各高校の特色・魅力化の取組は、中学生に情報が届かなければ効果は限定的。進学先を選ぶ中
学生や地域住民に向けた発信を重視すべきであり、ホームページの更新だけではなく、今後は
SNSの積極的な活用等の工夫も必要。生徒自身が情報発信に関わることも有効である。

• 普通科高校では、将来の職業像が曖昧になりやすい。大学進学や偏差値だけでなく、将来の職
業や生き方から進路を考えるキャリア教育を充実させる必要がある。自分の得意分野を活かし
たキャリアや、終身雇用が前提でない現代にあって自己更新し続けていく生き方を身に付ける
ための教育が必要である。高校の教員自身にも、その指導能力が問われる。

全体を通して

• 「取組が進んでいる」と総括する一方で取組強化が必要な成果指標が多い状況がある場合は、
何が進んでいて、何の取組強化を行うのかを分かりやすく明記する必要がある。

• 指標の中には、単年度の変化だけでは点検が難しいものもある。ある程度長期的に傾向を評価
する目線もあるとよい。

• 事業の実施量や取組の進捗と、それによって子どもや教職員、地域にどのような変化が生じた
かという成果を、可能な限り区別して評価することが望ましい。

• この文書を「評価のための評価」で終わらせず、事業の意義を再認識し、今後の道筋を示すも
のとすることで、取組に関わる教職員に勇気を与えるとともに、今はウェルビーイングから距
離のある子どもや家庭にとっても希望が持てるものとなるようにしていただきたい。
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５ 学識経験者からの意見

政策の柱２
一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる

• メタバース等不登校支援は、先行事例の視察にとどめるのではなく、運営方法、必要な人員、
実践上の工夫等の実際の知見を得て、共同研究や横展開につなげることが望ましい。

• 小学校低学年の25人学級については、少人数化によって指導方法や子どもの学びがどのように
変わるかを検証し、対象学年の拡大や中学校へのノウハウ活用も検討することが望ましい。

• 「一人の子どもも取り残さない」という理念に照らすと、平均値や基準値の達成だけでなく、
地域、学校規模、障がい、特性、国籍、その他社会経済的背景等、誰が支援から取り残されて
いるのか、その子たちが何を感じているのかを定性的に確認する必要がある。

• 学校に来られない子どもや自分の意見を表明しにくい子どもの声には、通常の調査や平均値か
らは捉えにくい学校生活上の課題が表れている可能性がある。その声を拾い政策に反映するこ
とで、その子どもたちが県内で包摂されているという実感を持っていただけるような未来を期
待する。

• 時間外在校等時間の目標値を45時間から30時間へ変更したことによる評価区分の変化が、後年
に「働き方改革の急激な悪化」として誤解されないよう、実際の勤務時間は縮減していること
と、基準を引き上げた結果であることを明確に示す必要がある。

• 時間を適正な範囲に抑えながら、教職員が仕事に意欲や充実感を持って取り組める状態を両立
させることが、働き方改革の本質である。時間外勤務の縮減だけでなく、教職員が日々の業務
にやりがいや成長を感じられる職場環境を整える視点も重要である。

• 日々の業務を負担と感じるかやりがいや成長の資源と感じるかのターニングポイントに、「学
校業務を支援する人材」と「中堅教員に業務負担が偏りやすい状況」があるのではないか。支
援人材は単に数ではなく、役割を明確化することが重要であり、管理職の学校経営のあり方も
問われる。

政策の柱４
文化芸術・スポーツの身近な環境を整え、共感と交流が生まれる機会をつくる

• 部活動の地域展開は、運動部に比べて文化部に難しさがある。また都市部では広域的な活動が
成立しやすい一方、中山間地域では特に担い手や移動手段の確保が難しいため、地域間格差も
踏まえて支援していくことが求められる。

• 競技大会については、競技順位だけで評価せず、県民がスポーツをする、観る、支える、体験
する機会の拡大を成果として捉えることが望ましい。県民が障がい者スポーツを体験する企画
やボランティアなど、県民が様々な形で関わっていける大会としていくことも有効である。

政策の柱３
生涯にわたり誰もが学び合える地域の拠点をつくる

• 社会教育士の増加は成果として評価できるが、数の増加だけでなく、それによって地域や学校
にどのような変化が生じたか、実際にどのような活動が行われているかまで示すことが望まし
い。

• 図書館の利用状況を貸出冊数だけで評価すると、館内閲覧、新聞利用、調べ物などの知的活動
は捉えられない。来館者数などを組み合わせた評価指標を検討することが望ましい。

• 公民館が高齢者中心の場となり、若年層の利用が少ない状況を踏まえ、若者の参加や施設の活
性化につながっている好事例を把握し、横展開する必要がある。

• 県内大学の経営環境や、医療・介護等を担う人材の確保も踏まえ、大学の魅力向上と若者の県
内定着を一体的に検討することが望ましい。



①開催回数

定例会及び必要に応じて臨時会を開催している。
令和７年度の開催回数は、次のとおりである。

②会議の内容

会議は、教育長が召集し、教育行政に関する基本方針や重要施策を決定するもので、 原則公
開であるが、人事に関する議案を審議する場合等は、出席委員の３分の２以上の多数をもって
非公開の会議とする場合がある。（会議の開催に当たっては、委員が活発な審議を行い適切な
判断ができるよう、会議資料を事前送付している。）

   また、会議終了後は教育長の会見を行うとともに、会議資料、議事録等をホームページに掲
載し、開かれた教育行政を推進している。
  令和７年度の審議件数等は、次のとおりである。

 

 

【開催状況】
定例会・・・13回
臨時会・・・０回 ［合計13回］

【審議の状況】（延べ件数）
議題 51件（うち非公開審議 ９件）
報告 49件（うち非公開 ０件）

［合計 100件］

【審議の状況】（１回当たり平均）
議題 ４件
報告 ４件

［合計 ８件］
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６ 令和７（2025）年度 長野県教育委員会の活動状況

（１）教育委員会会議開催状況

教育委員会定例会における児童生徒の活躍の紹介について

文化・スポーツ・国際交流等の活動で優れた成績を残したり、特徴的な活動を行った
児童生徒の活躍を広く紹介するため、大会の結果や取り組んだ内容等について、教育委
員会定例会において報告を行った。

第1135回教育委員会定例会（令和７年11月18日（火）開催）では、「令和７年度
第54回長野県高等学校定時制通信制生徒生活体験発表大会」において最優秀賞、また
「令和７年度 第73回全国高等学校定時制通信制生徒生活体験発表大会」において厚生
労働省人材開発統括官賞及び奨励賞を受賞された生徒にお越しいただき、受賞した発表
作品をその場で実際に披露いただいた。



（２）教育委員の研修等

教育委員の責務の明確化及び研修の推進等を踏まえ、教育委員が次のとおり全国組織等が主
催する研修等に参加している。

①１都９県教育委員会全委員協議会
令和７年５月１日～２日
令和７年８月28日～29日

②全国都道府県教育委員会連合会
令和７年７月15日～16日 第１回総会等
令和８年１月26日～27日 第２回総会等

教育に関する課題等について、関係者の共通理解や相互の連携を強化するとともに、教育委
員の研鑽と教育委員会の活性化を図るため、関係団体等との意見交換を実施している。

①総合教育会議
令和７年９月17日
【テーマ】

・特性のある子どもたちに応じた学校教育について-インクルーシブな教育の推進-
・教育行政の推進について

②市町村教育委員会との懇談会
令和７年７月７日 東信地区
令和７年８月18日 北信地区
令和７年８月20日 飯田下伊那地区
令和７年８月21日 諏訪上伊那地区
令和７年８月28日 中信地区

【テーマ】
教職員が教育活動に専念できる環境をつくるために

③長野県公安委員会との懇談会
令和７年12月23日
【テーマ】

青少年の健全なネット利用に向けて ～家庭と地域との連携～
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（３）関係団体等との意見交換



（４）教育長及び教育委員一覧（令和７年度）

職名 氏名 任期 職業等

教育長 武田 育夫 令和６年４月１日～令和９年３月31日
（前職）
公益社団法人信濃教育会
会長

教育長
職務代理者

酒井 英樹
令和４年４月１日～令和５年７月17日
令和５年７月18日～令和９年７月17日

信州大学学術研究院
教育学系
教授

委 員 矢島 宏美
平成26年７月11日～平成30年７月10日
平成30年７月11日～令和４年７月10日
令和４年７月11日～令和８年７月10日

NPO法人
子ども・人権・エンパワ
メントCAPながの
理事

委 員 峯村 怜子 令和５年10月12日～令和９年10月11日
AlphabetBabyインター
ナショナル保育園
園長

委 員 島 宏幸
令和６年６月28日～令和６年10月７日
令和６年10月８日～令和10年10月７日

鍋林株式会社
代表取締役社長

委 員 伴 美佐子
令和７年６月27日～令和７年10月11日
令和７年10月12日～令和11年10月11日

NPO法人
子どもとメディア信州
事務局長
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【総務係】



長野県教育委員会事務局 教育政策課

住 所 〒380-8570 長野市大字南長野字幅下692-２

電 話 026-232-0111（代表）内線4321

026-235-7423（直通）

電子ﾒｰﾙ kyoiku@pref.nagano.lg.jp
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